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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの当期純損失を計上してい

るため記載しておりません。 

３．株価収益率については、１株当たり当期純損失を計上しているため記載しておりません。 

回次 第１期 第２期 第３期 

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高（千円） 315,058 1,180,334 3,026,120 

経常損失（千円） 805,217 262,164 56,759 

当期純損失（千円） 787,938 237,598 90,804 

純資産額（千円） 33,017 584,400 659,868 

総資産額（千円） 900,173 1,392,553 2,951,403 

１株当たり純資産額（円） 94.35 1,348.50 1,486.54 

１株当たり当期純損失（円） 3,059.93 602.07 208.84 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
－ － － 

自己資本比率（％） 3.7 42.0 22.4 

自己資本利益率（％） △2,386.5 △40.7 △13.8 

株価収益率（倍） － － － 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△515,612 △206,764 △635,853 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
136,727 △25,904 189,541 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
804,005 470,774 682,944 

現金及び現金同等物の期末残

高（千円） 
484,261 696,331 932,964 

従業員数（人） 

（ほか、平均臨時雇用者数） 

83 

(7) 

95 

(7) 

129 

(5) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．当社は、平成15年12月５日設立のため第１期は平成15年12月５日から平成16年３月31日までの４ヶ月決算に

なります。 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの当期純損失を計上してい

るため記載しておりません。 

４．株価収益率については、１株当たり当期純損失を計上しているため記載しておりません。 

回次 第１期 第２期 第３期 

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高（千円） － 60,900 43,231 

経常損失（千円） 100,827 117,102 162,960 

当期純損失（千円） 100,899 345,927 253,761 

資本金（千円） 228,275 623,059 706,248 

発行済株式総数（株） 349,978.8 433,444.37 443,974.42 

純資産額（千円） 185,056 628,111 540,622 

総資産額（千円） 585,027 860,802 2,468,229 

１株当たり純資産額（円） 528.76 1,449.13 1,217.71 

１株当たり配当額 

（うち１株当たり中間配当

額）（円） 

－ 

(－） 

－ 

(－） 

－ 

(－） 

１株当たり当期純損失（円） 297.17 876.42 583.55 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円） 
－ － － 

自己資本比率（％） 31.6 73.0 21.9 

自己資本利益率（％） △544.8 △55.0 △46.9 

株価収益率（倍） － － － 

配当性向（％） － － － 

従業員数（人） 

（ほか、平均臨時雇用者数） 

6 

(－） 

5 

(－） 

8 

(－） 



２【沿革】 

＜サイトデザイン株式会社＞  

年月 事項 

平成10年10月 ＥＣ（電子商取引）に関わる先端的テクノロジーおよびマーケティングの研究・開発事業を目的

として、東京都千代田区平河町一丁目７番20号にサイトデザイン株式会社を資本金１億円をもっ

て設立 

平成10年10月 株式会社リギーコーポレーション（現株式会社オレンジハウス）を買収 

平成12年４月 本社を東京都千代田区隼町３番16号に移転 

平成12年12月 東京証券取引所（マザーズ）に株式を上場 

平成13年12月 子会社（株式会社オレンジハウス）の全株式を売却 

平成15年７月 本社を東京都文京区本郷三丁目22番５号に移転 

平成15年12月 株式移転により完全親会社（持株会社）株式会社ＳＤホールディングスを設立 

＜株式会社ＳＤホールディングス＞  

年月 事項 

平成15年12月 サイトデザイン株式会社との株式移転により、株式会社ＳＤホールディングス設立 

平成15年12月 東京証券取引所（マザーズ）に上場 

平成16年１月 完全子会社としてアーツテクノロジー株式会社を設立 

平成16年３月 株式会社フェヴリナの全株式を取得し、完全子会社化 

平成17年８月 本社を東京都渋谷区恵比寿一丁目13番６号に移転  

平成17年11月  完全子会社としてユーロスポーツ株式会社を設立  



３【事業の内容】 

 当社グループは、持株会社である株式会社ＳＤホールディングス、そして子会社４社より成り立っており、「次世

代に相応しい流通形態の創造」を通じて、時代の潮流を見据えた事業展開をはかり、あらゆるステークホルダーにと

って社会的に価値ある企業を目指すことを企業理念としております。 

 それらを実現するために、持株会社はグループ全体の経営管理を行い、子会社が各事業に専念できる組織体制を構

築し、透明性の高いオペレーションのもと、グループ全体の機動力を高め、企業価値向上に努めることを基本方針と

しております。   

  

 当社グループ事業の展開は以下の通りです。 

 なお、次の３部門は「第５ 経理の状況 １．(1)連結財務諸表 注記」に掲げる事業の種類別セグメント情報の

区分と同一であります。 

  

 ① コミュニケーション・セールス事業（㈱フェヴリナ）  

 当事業はコミュニケーション・セールス※１という名のとおり、コミュニケーション・セールス・テクノロジ

ー（ＣＳＴ）を活用したダイレクトマーケティングを展開しています。ＣＳＴの特徴は、一方的に話をするプッ

シュ型のセールスではなく、プル型（聴くことに徹し、相手のことを思い、悩みを共有することに重きをおく）

のスタイルを取っていることです。この手法を用いて、化粧品（基礎化粧品・ベースメイク中心）、健康食品等

の販売を主にインフォマーシャル※２を通して展開しています。 

  

② システム事業（アーツテクノロジー㈱、サイトデザイン㈱） 

 ＥＣ（電子商取引）サイトの構築の実績及びノウハウやグループ会社で培った知識を活かし、現在はサイト構

築・マーケティング活動におけるコンサルテーション及び業務運用・物流支援・コールセンター窓口・決済など

の関連サービスを全て提供する事業を行っております。 

 また、ＥＣサイト構築の支援を行なったお客様を中心にセキュリティ関連、特に個人情報保護を目的としたプ

ライバシーマーク認証のコンサルテーション及び認証資格取得支援サービスを事業として立ち上げ、ビジネスイ

ンフラ支援サービスを強みとする事業展開を図っております。 

 さらに、大手顧客に対し、技術者の派遣事業を継続的に展開しており、この分野での成長も事業戦略の大きな

柱と位置付けております。 

  

  

③ スポーツ関連事業（ユーロスポーツ㈱） 

当事業は世界的なトップブランドであるＨＥＡＤ及びＰｅｎｎのサマースポーツ関連事業（テニス・スカッシ

ュ・ラケットボール等）においてHEAD INTERNATIONAL GMBH社とディストリビューション契約を締結し、日本市

場における唯一の正規代理店として活動を行っております。 

 同社のワールドワイドなマーケティング戦略の下、単に代理店業務に留まらずヨーロッパ本社と商品開発から

連動し、ユーロスポーツ独自の販売戦略・施策により、取引先と納品先数を増やし、販売・プロモーション活動

を行っております。また、グラスルーツ戦略※３により、長期的なブランドポジションの伸張に注力し事業展開

しております。  

 さらに、テニスウエア全てとバッグ・フットウエアの一部は、HEAD SPORT AG社とライセンス契約を締結し、

ユーロスポーツが企画・製造を行い、日本特有の国内需要に対応しています。 

  

※１ コミュニケーション・セールス 

カスタマーフレンド（コミュニケーター、㈱フェヴリナ社員）とお客様との間の親密度の高いコミュニケーションを通じて、強固

な信頼関係を築き上げ、お客様とのコミュニケーションを通じて、よりスムースな購入の促進を図ります。  

 ※２ インフォマーシャル [information + commercial]  

商品を売り込む姿勢を前面に出さず、商品の詳細な情報提供という形で行う広告。15～30分程度の情報提供番組。 

※３ グラスルーツ戦略  

ブランディング活動の一環として、専門性を持ったユーロスポーツスタッフ・契約選手・ＴＥＡＭ ＨＥＡＤモニターが、ダイレク

トにユーザーとコミュニケーションをとることにより、商品開発・試打会開催・ブランド啓蒙・トーナメント運営・キッズ/ジュニ

ア育成等までを行い、販売拡充を行う戦略。 

４【関係会社の状況】 

連結子会社 



（注） １. 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２. 特定子会社に該当しております。 

３. ㈱フェヴリナ及びユーロスポーツ㈱は、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占

める割合が10％を超えております。 

         主要な損益情報等 

４．平成17年11月に連結子会社としてユーロスポーツ㈱を設立いたしました。 

５．前連結会計年度において、清算手続き中でありました㈱エンポートは清算手続きを終了いたしました。 

  

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主要な事業の内容 
議決権の 
所有割合
（％） 

関係内容 

㈱フェヴリナ 

（注）２.３ 
東京都中央区 100,000 

コミュニケーション・セ

ールス事業 
100 役員の兼務あり 

アーツテクノロジー㈱ 

（注）２ 
東京都渋谷区 80,000 システム事業 100 

役員の兼務あり 

資金援助あり 

サイトデザイン㈱ 

  
東京都渋谷区 50,000 システム事業 100 

役員の兼務あり 

資金援助あり 

ユーロスポーツ㈱  

（注）２.３.４  
東京都千代田区 40,000 スポーツ関連事業  100 

役員の兼務あり 

資金援助あり  

  ㈱フェヴリナ  ユーロスポーツ㈱ 

（1）売上高 2,510,575 千円 322,461 千円

（2）経常利益 162,288 千円 △10,446 千円

（3）当期純利益 87,737 千円 △11,834 千円

（4）純資産額 218,665 千円 28,165 千円

（5）総資産額 505,177 千円 564,192 千円



その他の関係会社 

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主要な事業の内容 
議決権の所有割合
又は被所有割合
（％） 

関係内容 

㈱ウェルホールディン

グス 

福岡県福岡市

中央区 
20,000 投資業 

被所有 

27.8 
役員の兼務あり 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載してあります。 

 ２．従業員が前期末に比し34名増加したのは、主にコミュニケーション・セールス事業を運営している株式会社

フェヴリナが受注増に対応するためにカスタマーフレンドを増員したこと、及びスポーツ関連事業を行うユー

ロスポーツ株式会社を設立したことによるものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．当社は年俸制を採用しているため、賞与および基準外賃金はありません。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成18年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

全社 8   

コミュニケーション・セールス事業 95 (5) 

システム事業 8   

スポーツ関連事業  18   

合計 129 (5) 

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

8 (－)  35.1 0.8 4,863 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当社グループは、株式会社ＳＤホールディングスを持株会社として、コミュニケーション・セールス事業、シス

テム事業及びスポーツ関連事業を子会社４社にて展開しております。 

 持株会社はグループ全体の経営管理を行い、子会社が各事業に専念できる組織形態を構築し、透明性の高いオペ

レーションのもと、グループ全体の機動力を高め、企業価値向上に努めることを基本方針としております。既存事

業であるコミュニケーション・セールス事業とシステム事業の基盤を強化していくとともに、グループ規模を拡大

し企業価値の向上を図るため、Ｍ＆Ａの推進・新規事業の立ち上げを積極的に検討してまいりました。 

 その一環として、当連結会計年度にスポーツ関連事業を開始し、平成17年11月１日に当社連結子会社としてユー

ロスポーツ株式会社を設立しました。当該子会社では、世界的なトップブランドであるＨＥＡＤ及びＰｅｎｎのス

ポーツ関連事業において、HEAD INTERNATIONAL GMBH社及びHEAD SPORT AG社と日本市場において独占的なディスト

リビューション契約及びライセンス契約を締結しました。同年11月25日より営業を開始し、当期の業績に寄与いた

しました。 

 また、 Ｍ＆Ａ及び新規事業に対する投融資や当社グループの財務基盤の強化を図るため、平成18年３月15日

（ロンドン時間）に2010年満期ユーロ円建無担保転換社債型新株予約権付社債額面総額2,000,000千円を発行いた

しました。 

 当連結会計年度の業績は、売上高 3,026,120千円（前期156.3％）、営業損失 27,836千円（前年同期は239,117

千円の営業損失）、経常損失 56,759千円（前年同期は262,164千円の経常損失）、当期純損失90,804千円（前年同

期は237,598千円の当期純損失）となりました。 

 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

① コミュニケーション・セールス事業 

当事業を行なう株式会社フェヴリナにおきましては、データベースマーケティングの強化により、既存顧客を

囲い込むためのＤＭのレスポンスが増加し再販率が向上しました。また、当連結会計年度における「オートシッ

プコース」※の継続数が約8,000件と向上し、売上の安定につながりました。下半期には、新商品として基礎化

粧品のNANO ACQUAブランドより「アスタリファインエッセンス」、健康食品のBE ACQUAブランドからは「青汁」

と「アスタキサンチン」、及び新規限定商品「ファーストセレクション」等の販売を開始し商品ラインナップの

拡充を行い、売上は好調に推移しました。  

 また、同社は、株式会社エバーライフが製造・販売する基礎化粧品及びベースメイク等の製品を継続して販売

する「委託販売契約」を株式会社エバーライフとの間で締結しておりましたが、ダイレクトに商品開発・マーケ

ティング・販促サービスにつなげるべく、平成17年４月より、「商品売買基本契約」への契約形態の変更を行

い、株式会社エバーライフから基礎化粧品及びベースメイク等の製品を購入し、販売を行っております。これに

より、当該商品に係る売上は、手数料収入から商品販売代金に変更となっております。  

 この結果、平成18年3月期の売上高は、2,510,575千円（前年同期比250.1％）となりました。 

  
※ オートシップコース 

商品を通常価格よりお求め易い価格にて、毎月定期的にお客様にお届けするシステム。  

② システム事業 

 当事業を担当するアーツテクノロジー株式会社におきましては、事業ドメインをＥＣ分野でのＡＳＰ※サービ

ス及びパッケージ販売を核としたシステム開発、並びにサイト構築・マーケティング活動におけるコンサルテー

ション及び業務運用・物流支援・コールセンター窓口・決済などの関連サービスを全て提供するサービスプロバ

イダーとして、ＥＣ事業者向けの各種サービスの事業モデルを展開してまいりました。また、当連結会計年度に

はプライバシーマーク認証のコンサルテーション及び認証資格取得支援サービスを新規事業として立ち上げ、事

業の拡大に努めてまいりました。  

 この結果、平成18年３月期の売上高は、202,662千円（前年同期比112.9％）となりました。 

  
※ ＡＳＰ 

[Application Service Provider]アプリケーションソフトをインターネットを通じて顧客にレンタルする事業。  



③ スポーツ関連事業 

 当事業を行なうユーロスポーツ株式会社におきましては、平成18年３月に同社として初めてのディーラー向け

展示・受注会を東京、大阪、名古屋、福岡の全国４ヶ所で催行し、春のテニスシーズンを迎えるにあたり全国規

模で効率よく受注活動を行うことができました。特に1987年のデビュー以来、多くの世界のトッププレーヤーに

愛用され、世界のテニスシーンに数々の金字塔を打ち立ててきたＨＥＡＤのフラッグシップモデル「プレステー

ジ」の９代目モデルであるフレックスポイント・プレステージＭＩＤ、ＭＰ、ＭＰＸＬの３機種を世界に先駆け

この３月に日本市場に投入することができ、当初の予想を上回る受注をいただきました。また、ＨＥＡＤとして

全く新しいコンセプトである「ＴＥＡＭ」シリーズの２モデル、ＦＸＰ Ｒadical ＴeamとＦＸＰ Instinct  

Ｔeamの売れ行きも好調に推移しております。さらに日本人の足型に即すよう独自に企画・開発をしたライセン

ス生産のテニスシューズも好評をいただいており、その結果、平成18年３月期の売上高は、昨年11月１日の会社

設立からの累計で322,461千円となりました。 

(2）キャッシュ・フローの分析 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ236,633千

円増加し、932,964千円となりました。 

 当期における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果使用した資金は、635,853千円（前年同期は206,764千円）となりました。これは主に税金等調整

前当期純損失62,924千円の計上、売上債権の増加302,499千円、たな卸資産の増加299,140千円によるものでありま

す。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果得られた資金は、189,541千円（前年同期は25,904千円の支出）となりました。これは主として

子会社清算に伴う残余財産の分配210,388千円、差入保証金の差入による支出23,638千円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果、得られた資金は、682,944千円（前年同期は470,774千円）となりました。これは主にユーロ円

建無担保転換社債型新株予約権付社債を平成18年３月15日に発行し取得した992,678千円と短期借入金314,750千円

の返済によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

(2）仕入実績 

 当連結会計年度における商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

(3）受注状況 

 当連結会計年度における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(4）販売実績 

 当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％） 

システム事業 116,985 138.8 

合計 116,985 138.8 

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％） 

コミュニケーション・セールス事業 510,545 700.5 

スポーツ関連事業 445,818 － 

合計 956,363 1,291.7 

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

システム事業 149,476 176.7 37,425 528.1 

合計 149,476 176.7 37,425 528.1 

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％） 

コミュニケーション・セールス事業 2,506,425 249.7 

システム事業 197,232 111.5 

スポーツ関連事業 322,461 － 

合計 3,026,120 256.3 



３【対処すべき課題】 

① コミュニケーション・セールス事業における売上の拡大及び人材の確保・育成 

 当事業は、通信販売を基本としているため、新規顧客の獲得が最重要課題と認識しております。現状は主にＴＶ

でのインフォマーシャルを通じてプロモーションを行なっておりますが、今後はさらにインターネットや雑誌等、

他の媒体による顧客獲得比率を高めていくとともに、顧客分析を強化し、データベースマーケティングをより推進

していく必要があります。また、当事業のビジネスモデルでもあるコミュニケーション・セールスの要、カスタマ

ーフレンドの確保及び育成が重要であると認識しております。 

  

② システム事業における売上の拡大及び人材の確保・育成 

 ＥＣ事業におきましては、低価格が進む市場環境や、日進月歩で変わる顧客の機能ニーズをいち早く取り入れる

ための抜本的な製品の見直しが必要と考えております。この見直しにより、技術支援及び付帯サービスにおけるビ

ジネスアライアンスの確立を目指し、ＥＣ分野での更なる成長が出来るものと考えております。セキュリティ事業

においては、事業基盤の確立・安定を早急に図り、販売戦略、営業施策などを確実に実施できる体制を整備し、売

上の拡大及び収益の確保に結びつけると共に、お客様からの要望が多いシステムセキュリティ製品のご提案を新た

に開始することにより、セキュリティ事業として確立できるものと考えております。これらを推進するにあたり、

優秀な人材の確保及び育成が重要と認識しております。 

  

③ スポーツ関連事業における売上拡大及び流通効率化 

 商品カテゴリーの売上構成比ではラケットビジネスは伸張しておりますが、フットウエアやサプライ商品（スト

リングス・アクセサリー等）がやや苦戦しております。そこで、年々専門性に特化しているスポーツ用品ビジネス

の特徴を考慮し、ユーザーに対しダイレクトなマーケティングを行い、店頭消化策まで立案出来る人材の確保と育

成が必要と考えております。また、海外商品ゆえのリードタイムの長さから、在庫管理が課題であり、ユーザーの

ウォンツを的確に捉えた発注プロセスの再構築を行い、流通における交差比率を向上させることが重要と認識して

おります。 

  

④ Ｍ＆Ａの推進 

 当社グループの当面の課題は、グループ各社の事業基盤の安定と収益の拡大でありますが、グループ規模の拡大

のため、戦略的な提携やＭ＆Ａ等を視野に入れた投資を柔軟に、かつ積極的に検討してまいります。 

  

⑤ 戦略チームの構築 

 当社グループの戦略的な提携やＭ＆Ａにおいては、高度な戦略の立案及びその遂行ができる人材が必要不可欠と

なります。そのため、このような戦略立案のできる人材の確保及び育成を行ってまいります。また、このような人

材により構成される戦略チームにて新規事業の立ち上げなど、積極的に事業構築を行ってまいります。 

４【事業等のリスク】 

 以下において、当社グループの事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しており

ます。また、必ずしも事業上のリスクに該当しない事項についても、投資家の投資判断上、重要であると考えられる

事項については、情報開示の観点から積極的に開示しております。なお、当社グループはこれらのリスク発生の可能

性を確認した上で、発生の回避および発生した場合の対応に勤める方針であります。 

  

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

 当社グループは、前連結会計年度237,598千円の当期純損失を計上し、当連結会計年度において90,804千円の当

期純損失となっております。このため、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在していますが、連結財務諸表は

継続企業を前提として作成しており、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映しておりません。 

 当該状況に対応し、また新規事業及びＭ＆Ａ事業に対する投融資や当社グループの財務基盤の強化・改善を図る

ため、前連結会計年度において、円建転換社債型新株予約権付社債700,000千円を発行し、当連結会計年度末まで

に本社債700,000千円すべてに係る新株予約権の権利行使を受け、資本金及び資本準備金がそれぞれ350,000千円増

加しております。 

 また、2006年３月15日に、ユーロ円建無担保転換社債型新株予約権付社債額面総額2,000,000千円を発行し、

2006年５月末までに本社債450,000千円に係る新株予約権の権利行使を受け、資本金および資本準備金がそれぞれ

225,000千円増加しております。ただし、本社債総額2,000,000千円のうち1,000,000千円は、エスクロー契約に基

づくエスクロー代理人であるHammondsの口座に預託されているものであり、社債の転換に応じて当社の口座に送金



されるものであります。さらに、重要な後発事象に記載のとおり、本社債の未償還額のうち、550,000千円を2006

年６月15日に繰上償還しております。 

 事業の状況については、当社を持株会社として、経営の効率化・体質強化を継続的に図っております。コミュニ

ケーション・セールス事業を行う株式会社フェヴリナにおきましては、商品のラインナップを拡充するとともに、

ウェブサイトのリニューアル等新規顧客の獲得を効率的に行うためインターネットを活用したマーケティングの強

化などにより、登録顧客数および売上は順調に推移しております。また、データベースマーケティングの強化によ

り既存顧客を囲い込むためのＤＭのレスポンスが増加し再販率が向上しました。さらに当連結会計年度における

「オートシップコース」の継続数が向上し、売上の安定につながりました。システム事業を行うアーツテクノロジ

ー株式会社では、事業ドメインをＥＣ分野でのＡＳＰサービス及びパッケージ販売を核としたシステム開発、並び

にサイト構築・マーケティング活動におけるコンサルテーション及び業務運用・物流支援・コールセンター窓口・

決済等の関連サービスを全て提供するサービスプロバイダーとして、ＥＣ事業者向けの各種サービスの事業モデル

を展開してまいりました。また、当連結会計年度にはプライバシーマーク認証のコンサルテーション及び認証資格

取得支援サービスを新規事業として立ち上げ、事業の拡大に努めてまいりました。スポーツ関連事業を行うユーロ

スポーツ株式会社は平成17年11月１日に設立しました。同月25日に営業を開始し、顧客との販売契約を結び、順調

に販売を行なっております。平成18年３月にはニューモデルラケットを投入し、堅調な売上を計上しております。

 以上の通り、当社はコミュニケーション・セールス事業、システム事業及びスポーツ関連事業の強化を図り、当

社グループの収益の拡大を目指しております。 

  

事業遂行におけるリスクについて 

（1）事業構造の転換について 

 当社および当社グループは、欠損が継続している状況であり、黒字体質への転換を図るべく、新規事業の立ち上

げ等事業構造の転換に取り組んでおります。しかしながら、新規事業立ち上がりの時期が予定より遅延した場合や

新規事業の収益が予想と異なった場合、当社の業績は影響を受ける可能性があります。 

  

（2）人材の確保・育成について 

 当社および当社グループでは、事業の運営にあたり、人材の確保及び育成が重要な課題であると捉えておりま

す。コミュニケーション・セールス事業の拡大には、既存の人材に加えて、コンタクトセンターにおいて、お客様

との信頼関係を築くことができるコミュニケーション能力の高い人材の確保育成が重要と認識しており、研修プロ

グラムの充実等を図っております。しかしながら、事業の拡大に応じた人材の確保育成ができない場合には、当社

グループの事業拡大に制約を受ける可能性があり、当社グループの業績その他に影響を及ぼす可能性があります。

（3）インターネット業界の技術革新への対応 

 インターネット関連事業は技術革新が早く、新技術、新サービスが常に生み出されております。当社はインター

ネット事業と深くかかわっており、競争力のあるサービスを提供し続けるためには、かかる新技術および新サービ

スを適時に採用していくことが重要と考えております。この実践のため当社は高度な技術を有したエンジニアを継

続的に採用しております。しかしながら、当該エンジニアを十分に今後確保できないこと、サービス強化につなが

る有効なシステムが開発できないこと等により、当社が新技術への対応が遅れた場合、当社グループの提供する製

品・サービスは陳腐化し、競合他社に対する競争力の低下や機会損失が発生しかねません。かかる事態が生じた場

合、当社の業績は影響を受ける可能性があります。 

  

（4）トラブルについて 

 ＥＣサイト上での企業と消費者の取引においては、先払い注文した商品が届かない、偽造商品や類似品が取引に

使用される、システムを利用して二重請求される、無料を装った有料サービス等、違法な取引が行われ、トラブル

が発生する危険性が存在します。取引上の決済においても消費者により入力されるクレジットカード番号を含めた

個人情報がハッカーによって不正に入手される危険性もあります。このような違法行為またはトラブルが当社グル

ープのＥＣサイト構築プロダクトである「コマースサイト・ビルダー」によって構築されたサイト上で行われる、

または発生する可能性もあります。また、上記違法行為またはトラブルが当社の決済コンポーネントを通して行わ

れる、または発生する可能性もあります。かかる事態が生じた場合、問題行為を行った当事者だけではなく、当該

サイトを構築・運用するためのソフトウェアを提供したとして、当社グループが損害賠償請求も含めて責任を追及

され、または問題の解決を迫られることもあり得ます。かかる場合、その解決にかかる費用が発生し、当社グルー

プの業績は重大な影響を受ける可能性があります。さらに、当社グループが主催する商品情報等を提供する場で、



違法行為が行われるまたはトラブルが発生する可能性もあります。このような場合にも場所を提供・管理するもの

として当社が損害賠償請求も含めて責任追及され、または問題の解決を迫られることもあり得ます。かかる事態が

生じた場合、その解決にかかる費用が発生し、当社の業績は重大な影響を受ける可能性があります。 

  

（5）製品の重大な不都合（バグ）により、販売を継続できなくなる可能性について 

 当社グループにとって、プログラムの不都合であるバグを無くすことは重要な課題ですが、ハードウェア環境や

プラットフォームとの相性もあり、皆無にするのは非常に難しいと一般的にいわれています。当社はこのようなバ

グを発生させないよう、製品の開発段階から十分な注意を払うのはもちろんのこと、開発された製品を出荷前に念

入りにテストしております。当社グループは当社グループが考えうるテスト項目を全てテストすることで、製品の

信頼性を高め、長期的なユーザーの獲得につながるものと考えております。しかし念入りなテストを行ったとして

も、予期し得ない重大なバグを製品に内在したまま販売する可能性があります。製品を発売した後、運用上支障を

きたす重大なバグを発見し、かつそのバグを解決するのに長期間要する場合、その製品の販売を継続できず、当社

グループの業績は重大な影響を受ける可能性があります。 

  

（6）競合について 

 当社グループのシステム事業の製品・サービスは競争の激しい分野に属し、各々競合が存在します。例えば、当

社グループの販売している「コマースサイト・ビルダー」は、機能的に類似するものが大手メーカーおよび中小メ

ーカーからも発売されております。当社グループは製品・サービスにおいて他社との差別化を図るため、ワンスト

ップコンサルテーションに代表されるような顧客利便性の追求、顧客ニーズに対する迅速な対応、製品開発ライン

の効率化によるコスト削減に努めており、更には、市場を睨みながらの価格競争力の維持等にも努めております。

しかしながら、このような差別化等が思いどおりの成果をあげられない場合、より高い技術を持った企業が出現し

た場合、より画期的なコンセプトを持った製品が出現した場合、当社グループの業績は影響を受ける可能性があり

ます。 

  

（7）知的所有権について 

 当社グループが独自に開発した製品は、当社グループのスタッフがこれまで手がけたさまざまな業種のシステム

構築事例をもとに従来のＥＣサイトに必要な機能が数多く盛り込まれております。場合によっては、他社の中にも

当社グループ製品と類似する製品が存在しています。当社グループはこれらの製品に関し、特許を含む知的所有権

に関する事前調査を行っていますが、特許または知的所有権侵害の可能性が無いとは言えません。特許を含む知的

所有権侵害により第三者から製品の販売中止等の提訴をされ敗訴した場合、製品の販売中止や回収を命じられるこ

ともありえます。また、業務遂行上必要な使用権許諾または他の権利が獲得できなかった場合も、上記と同様の措

置を命じられることもありえます。さらに、当社グループ製品を販売開始後、当社グループ製品が他社の知的所有

権に抵触することが発覚した場合、当社グループはロイヤリティの支払いが必要な使用権許諾を得なければなりま

せん。かかる事態が生じた場合、当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。 

  

（8）顧客の個人情報の管理について 

 当社グループのシステム事業は「エバリュエーション型ＡＳＰサービス」を提供する業務上各顧客の情報をサー

バー上で管理している立場にあり、ユーザー情報等のプライバシーに関する情報等を保有しております。また、コ

ミュニケーション・セールス事業は、通信販売を行っていることから、多数の顧客の個人情報を保有しておりま

す。当社グループはこれらの個人情報に関する守秘義務があると考え、それに努めております。しかしながら、不

測の事態により、これらのデータが外部に漏洩した場合、当社グループへの損害賠償請求や当社グループの信用の

下落等により、当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。 

  

事業体制について 

（1）開発体制について 

 当社グループの技術開発エンジニアは少数であり、リーダー格のエンジニアはＯＳ、各種アプリケーションソフ

トウェア、ネットワークインフラ、業務フロー、ビジネスロジックに精通し、当社グループの製品開発に大きく貢

献しております。これら特定のエンジニアに過度に依存しない開発体制を構築するために、当社グループでは、Ｏ

ＪＴによる開発者の育成、新規採用によるエンジニアの拡充を予定しております。しかしながら、こうした開発体

制の構築が予定どおり進まない場合、またはこれら開発者の社外流出がおこった場合、開発作業に重大な影響を及

ぼし、将来的に競争力のある製品の開発ができない等の可能性があります。かかる事態が生じた場合、当社グルー



プの業績は重大な影響を受ける可能性があります。 

  

（2）小規模企業組織であることについて 

 当社は、平成18年3月31日現在、役員６名および従業員８名、また、グループ全体でも従業員は129名と組織が小

さく、内部管理体制もこのような組織規模に応じたものになっております。そのため各取締役が各担当業務に関し

て担う役割、ならびに各社員が担う業務の重要度が高まっています。また、当社グループは管理面の人員を極力削

減し間接コストの低減に努めておりますが、その分管理部員の負担は大きく、その責任者に依存する割合が大きく

なっています。当社グループは今後、経営規模を拡大することを想定して管理業務における人材の増強や間接部門

の一層の充実を図る予定です。しかし、このような人材の拡充が十分でなかった場合、または既存の人材が社外に

流出した場合、当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。 

  

経営成績の変動について 

 当社や業界の歴史が浅いことについて 

 当社は平成15年12月に設立され、３決算期を経過したのみであります。また新規事業の立ち上げ等事業構造の転

換に取り組んでおりますが、不透明な部分が多く、経営業績予測における判断材料として、過年度の経営成績に依

拠することができない面もあります。また、当社グループにおける経営計画の策定根拠の中にも多くの不確定要素

が含まれております。更に、現在当社グループが予想していない費用、投融資が発生する可能性もあります。当社

グループは業歴が浅いため、期間業績比較を行うために十分な期間の財務資料が得られません。したがって、当社

グループの過年度の成績は、今後の当社グループの売上高、利益の成長率を判断する材料としては不十分な面があ

ります。 

  

今後の投融資等について 

 当社はグループ規模拡大のために戦略的な提携やＭ＆Ａ等を視野に入れた投資を積極的に検討中であり、投融資

が発生する可能性があります。しかしながら、必要な資金の調達ができなかった場合、当社グループの拡大方針に

支障を与えます。また、投融資先の経営成績の推移によっては、投融資資金を回収できない可能性があります。か

かる事態が生じた場合、当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。 



５【経営上の重要な契約等】 

① 当社の連結子会社である株式会社フェヴリナは、株式会社エバーライフが製造・販売する基礎化粧品及びベース

メイク等の製品を継続して購入する「商品売買基本契約」を、株式会社エバーライフとの間で締結しております。

  

② 前連結会計年度において、清算手続中でありました株式会社エンポートにつきましては清算手続きを終了いたし

ました。 

６【研究開発活動】 

 該当事項はありませんが、営業活動及びソフトウェア開発を通じて、ノウハウの蓄積及び開発環境の合理化を

進めております。 

７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）財政状態の分析 

（資産）  

 当連結会計年度における資産の残高は2,951,403千円（前連結会計年度末は1,392,553千円）、その内訳は流

動資産1,806,388千円、固定資産1,118,899千円、繰延資産26,115千円となり、1,558,849千円増加いたしまし

た。これは主にユーロ円建無担保転換社債型新株予約権付社債の発行により、現預金及び長期預け金が増加し

たものであります。 

（負債） 

 当連結会計年度における負債の残高は2,291,534千円（前連結会計年度末は808,152千円）となり、

1,483,382千円増加いたしました。これは主にユーロ円建無担保転換社債型新株予約権付社債の発行によるも

のであります。 

（資本） 

 当連結会計年度末の資本の残高は659,868千円（前連結会計年度末584,400千円）となり、75,467千円増加い

たしました。これは主に新株予約権の権利行使を受けたこと、円建転換社債型新株予約権付社債の権利行使を

受け新株式を発行したこと、並びにユーロ円建無担保転換社債型新株予約権付社債を受け新株式を発行したこ

とにより、資本金及び資本準備金がそれぞれ83,188千円増加いたしましたが、当期純損失として90,804千円を

計上したことによります。 

  

(2) キャッシュ・フローの分析 

 当連結会計年度の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ236,633千円

増加し932,964千円となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果使用した資金は、635,853千円（前年同期は206,764千円）となりました。これは主に税金等

調整前当期純損失62,924千円の計上、売上債権の増加302,499千円、たな卸資産の増加299,140千円によるもの

及び、その他流動負債（主に受託販売未払金）の減少によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果得られた資金は、189,541千円（前年同期は25,904千円の支出）となりました。これは主と

して子会社清算に伴う残余財産の分配210,388千円、差入保証金の差入による支出23,638千円によるもの、及

び、新会社設立等による設備投資等17,290千円の支出によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果、得られた資金は、682,944千円（前年同期は470,774千円）となりました。これは主にユー

ロ円建無担保転換社債型新株予約権付社債を平成18年3月15日に発行し取得した992,678千円と短期借入金

314,750千円の返済によるものであります。 

(3) 経営成績の分析 

 既存事業であるコミュニケーション・セールス事業とシステム事業の基盤を強化していくとともに、グルー



プ規模を拡大し企業価値の向上を図るため、Ｍ＆Ａの推進・新規事業の立ち上げを積極的に検討してまいりま

した。 

 その一環として、当連結会計年度にスポーツ関連事業を開始し、平成17年11月１日に当社連結子会社として

ユーロスポーツ株式会社を設立しました。当該子会社では、世界的なトップブランドであるＨＥＡＤ及びＰｅ

ｎｎのスポーツ関連事業において、HEAD INTERNATIONAL GMBH社及びHEAD SPORT AG社と日本市場において独占

的なディストリビューション契約及びライセンス契約を締結しました。同年11月25日より営業を開始し、当期

の業績に寄与いたしました。 

 また、 Ｍ＆Ａ及び新規事業に対する投融資や当社グループの財務基盤の強化を図るため、平成18年３月15

日（ロンドン時間）に2010年満期ユーロ円建無担保転換社債型新株予約権付社債額面総額2,000,000千円を発

行いたしました。 

 当連結会計年度の業績は、売上高 3,026,120千円(前年同期比256.3％)、営業損失 27,836千円(前年同期は

239,117千円の営業損失)、経常損失 56,759千円(前年同期は262,164千円の経常損失)、当期純損失90,804千円

(前年同期は237,598千円の当期純損失)となりました。 

 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

① コミュニケーション・セールス事業 

 当事業を行なう株式会社フェヴリナにおきましては、データベースマーケティングの強化により、既存顧客

を囲い込むためのＤＭのレスポンスが増加し再販率が向上しました。また、当連結会計年度における「オート

シップコース」の継続数が約8,000件と向上し、売上の安定につながりました。下半期には、新商品として基

礎化粧品のNANO ACQUAブランドより「アスタリファインエッセンス」、健康食品のBE ACQUAブランドからは

「青汁」と「アスタキサンチン」、及び新規限定商品「ファーストセレクション」等の販売を開始し商品ライ

ンナップの拡充を行い、売上は好調に推移しました。  

 また、同社は、株式会社エバーライフが製造・販売する基礎化粧品及びベースメイク等の製品を継続して販

売する「委託販売契約」を株式会社エバーライフとの間で締結しておりましたが、ダイレクトに商品開発・マ

ーケティング・販促サービスにつなげるべく、平成17年４月より、「商品売買基本契約」への契約形態の変更

を行い、株式会社エバーライフから基礎化粧品及びベースメイク等の製品を購入し、販売を行っております。

これにより、当該商品に係る売上は、手数料収入から商品販売代金に変更となっております。  

 この結果、平成18年3月期の売上高は、2,510,575千円（前年同期比250.1％）となりました。 

② システム事業 

 当事業を担当するアーツテクノロジー株式会社におきましては、事業ドメインをＥＣ分野でのＡＳＰサービ

ス及びパッケージ販売を核としたシステム開発、並びにサイト構築・マーケティング活動におけるコンサルテ

ーション及び業務運用・物流支援・コールセンター窓口・決済などの関連サービスを全て提供するサービスプ

ロバイダーとして、ＥＣ事業者向けの各種サービスの事業モデルを展開してまいりました。また、当連結会計

年度にはプライバシーマーク認証のコンサルテーション及び認証資格取得支援サービスを新規事業として立ち

上げ、事業の拡大に努めてまいりました。  

 この結果、平成18年３月期の売上高は、202,662千円（前年同期比112.9％）となりました。 

③ スポーツ関連事業 

  当事業を行なうユーロスポーツ株式会社におきましては、平成18年３月に同社として初めてのディーラー向

け展示・受注会を東京、大阪、名古屋、福岡の全国４ヶ所で催行し、春のテニスシーズンを迎えるにあたり、

全国規模で効率よく受注活動を行うことができました。特に1987年のデビュー以来、多くの世界のトッププレ

ーヤーに愛用され、世界のテニスシーンに数々の金字塔を打ち立ててきたＨＥＡＤのフラッグシップモデル

「プレステージ」の９代目モデルであるフレックスポイント・プレステージＭＩＤ、ＭＰ、ＭＰＸＬの３機種

を世界に先駆けこの３月に日本市場に投入することができ、当初の予想を上回る受注をいただきました。ま

た、ＨＥＡＤとして全く新しいコンセプトである「ＴＥＡＭ」シリーズの２モデル、ＦＸＰ Ｒadical Ｔeam

とＦＸＰ Instinct Ｔeamの売れ行きも好調に推移しております。さらに日本人の足型に即すよう独自に企

画・開発をしたライセンス生産のテニスシューズも好評をいただいており、その結果、平成18年３月期の売上

高は、昨年11月１日の会社設立からの累計で322,461千円となりました。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度において、スポーツ関連事業を行う新会社設立により、事務所内装工事その他、18,450千円の 

設備投資を実施いたしました。 

２【主要な設備の状況】 

当グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。 

(1）提出会社 

 （注）１．金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2）国内子会社 

 （注）１．金額には消費税等は含まれておりません。 

２．従業員数の（ ）は臨時雇用者数を外書しております。 

３．リース契約による主な賃借設備は次のとおりであります。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備の新設 

 該当事項はありません。 

(2）重要な改修 

 該当事項はありません。 

  平成18年３月31日現在

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員
数(人) 

建物 
工具器
具備品

土地 
(面積㎡)

その他 合計 

本社 

（東京都渋谷区） 
管理業務 事務所等 1,957 803 － － 2,761 

8 

  

  平成18年３月31日現在

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 

従業員数
（人） 

建物及
び構築
物 

工具器具備
品 

土地 
(面積㎡)

その他 合計 

㈱フェヴリナ 

福岡本社 

(福岡県福岡市 

中央区) 

コミュニケーシ

ョン・セールス

事業 

管理用資産及

び情報関連機

器 

2,634 13,664 
－ 

－ 
633 16,932 

95 

(5) 

アーツテクノロ

ジー㈱ 

本社 

(東京都渋谷区) 
システム事業 情報関連機器 － 1,297 

－ 

－ 
－ 1,297 

8 

(－) 

サイトデザイン

㈱ 

本社 

(同   上) 
システム事業 

管理用資産及

び情報関連機

器 

－ 1,120 
－ 

－ 
－ 1,120 

－ 

(－) 

ユーロスポーツ

㈱  

本社  

(東京都千代田区)  

スポーツ関連事

業  
 事務所内装 4,206 2,375 

－ 

－ 
940 7,522 

18 

(－) 

会社名 設備の名称 台数 
リース期間
（年） 

年間リース料 
（千円） 

リース契約残高
（千円） 

㈱ＳＤホールディングス 事務用機器 一式 ９ 408 1,439 

ユーロスポーツ㈱ 
管理システ

ム・車両 
一式 ３～５ 4,764 37,092 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成18年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権及び発行した

新株予約権の行使により発行された株式数は含まれておりません。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 1,200,000 

計 1,200,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
(平成18年３月31日) 

提出日現在発行数（株） 
(平成18年６月23日) 

上場証券取引所名又は登
録証券業協会名 

内容 

普通株式 443,974.42 467,540.92 
東京証券取引所 

（マザーズ） 
－ 

計 443,974.42 467,540.92 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

 サイトデザイン株式会社（以下「同社」という。）が平成15年6月26日開催の第５期定時株主総会の決議に

基づいて旧商法第280条ノ20および同法第280条ノ21の規定に基づく第２回新株予約権1,479個および平成15年

7月25日開催の取締役会の決議に基づいて第３回新株予約権660個を発行しておりますが、平成15年9月24日の

取締役会において承認決議された株式移転により完全子会社となる会社が同社一社のみであることや、同社

の普通株式１株に対し当社の普通株式１株を割り当てること等を踏まえ、本新株予約権1,479個並びに660個

にかかる義務を次のとおり承継いたしました。 

  また、平成15年10月27日開催の同社の臨時株主総会に第１号議案として付議し「ストックオプションとし

て旧商法第280条ノ20および同法第280条ノ21の規定に基づく第４回ないし第７回新株予約権を発行する件」

が承認され、発行される新株予約権合計521個（上限とする。）についてもその義務を承継することについ

て、承認されております。 

 なお、当社が承継した新株予約権及び発行した新株予約権の内容は次のとおりであります。 



①平成15年６月26日定時株主総会決議 

（注）１．新株予約権１個につき、目的となる株式数は10株であります。 

ただし、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式数を調整するものとす

る。 

 調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

   ２．払込金額は、当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による

1円未満の端数は切り上げる。 

 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数 376個 374個 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 3,760株 3,740株 

新株予約権の行使時の払込金額 4,280円 4,280円 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年７月１日 

至 平成25年６月30日 

自 平成16年７月１日 

至 平成25年６月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額 

発行価格 4,280円

資本組入額 2,140円

発行価格 4,280円

資本組入額 2,140円

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権者が死亡した場合

は、相続人がその権利を行使

することができる。 

②その他の条件については、本

総会および取締役会決議に基

づき、当社と対象取締役およ

び従業員との間で締結する新

株予約権付与契約に定めると

ころによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡、質入その他

の一切の処分は認めない。 
同左 

    

既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × 1株当たり払込金額 

  

調整後行使価額 ＝ 

  

調整前行使価額 × 

分割・新規発行前の株価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数     



②平成15年10月27日臨時株主総会決議 

（注）１．新株予約権１個につき、目的となる株式数は10株であります。 

ただし、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式数を調整するものとす

る。 

  調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

   ２．払込金額は、当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による

1円未満の端数は切り上げる。 

     なお、払込金額は、株式分割もしくは株式併合の場合、時価を下回る払込価額で自己株式を処分する場合、ま

たは新株予約権もしくは新株予約権を付与された証券を発行する場合等にも適宜調整する。 

 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数 80個 80個 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 800株 800株 

新株予約権の行使時の払込金額 5,000円 5,000円 

新株予約権の行使期間 
自 平成15年12月５日 

至 平成22年１月30日 

自 平成15年12月５日 

至 平成22年１月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額 

発行価格 5,000円

資本組入額 5,000円

発行価格 5,000円

資本組入額 5,000円

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権者が死亡した場合

は、相続人がその権利を行使

することができる。 

②その他の条件については、本

総会および取締役会決議に基

づき、当社と対象取締役およ

び従業員との間で締結する新

株予約権付与契約に定めると

ころによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡、質入その他

の一切の処分は認めない。 
同左 

    

既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × 1株当たり払込金額 

  

調整後行使価額 ＝ 

  

調整前行使価額 × 

時価 

既発行株式数＋新規発行株式数     



③平成15年10月27日臨時株主総会決議 

（注）１．新株予約権１個につき、目的となる株式数は10株であります。 

ただし、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式数を調整するものとす

る。 

  調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

   ２．払込金額は、当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による

1円未満の端数は切り上げる。 

     なお、払込金額は、株式分割もしくは株式併合の場合、時価を下回る払込価額で自己株式を処分する場合、ま

たは新株予約権もしくは新株予約権を付与された証券を発行する場合等にも適宜調整する。 

 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数 8個 8個 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数  80株  80株 

新株予約権の行使時の払込金額 25,000円 25,000円 

新株予約権の行使期間 
自 平成15年12月５日 

至 平成22年３月22日 

自 平成15年12月５日 

至 平成22年３月22日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額 

発行価格 25,000円

資本組入額 12,500円

発行価格 25,000円

資本組入額 12,500円

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権者が死亡した場合

は、相続人がその権利を行使

することができる。 

②その他の条件については、本

総会および取締役会決議に基

づき、当社と対象取締役およ

び従業員との間で締結する新

株予約権付与契約に定めると

ころによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡、質入その他

の一切の処分は認めない。 
同左 

    

既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × 1株当たり払込金額 

  

調整後行使価額 ＝ 

  

調整前行使価額 × 

時価 

既発行株式数＋新規発行株式数     



④平成15年10月27日臨時株主総会決議 

（注）１．新株予約権１個につき、目的となる株式数は10株であります。 

ただし、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式数を調整するものとす

る。 

  調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

   ２．払込金額は、当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による

1円未満の端数は切り上げる。 

     なお、払込金額は、株式分割もしくは株式併合の場合、時価を下回る払込価額で自己株式を処分する場合、ま

たは新株予約権もしくは新株予約権を付与された証券を発行する場合等にも適宜調整する。 

 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数  16個  16個 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 160株 160株 

新株予約権の行使時の払込金額 25,000円 25,000円 

新株予約権の行使期間 
自 平成15年12月５日 

至 平成22年５月25日 

自 平成15年12月５日 

至 平成22年５月25日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額 

発行価格 25,000円

資本組入額 12,500円

発行価格 25,000円

資本組入額 12,500円

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権者が死亡した場合

は、相続人がその権利を行使

することができる。 

②その他の条件については、本

総会および取締役会決議に基

づき、当社と対象取締役およ

び従業員との間で締結する新

株予約権付与契約に定めると

ころによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡、質入その他

の一切の処分は認めない。 
同左 

    

既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × 1株当たり払込金額 

  

調整後行使価額 ＝ 

  

調整前行使価額 × 

時価 

既発行株式数＋新規発行株式数     



⑤平成15年10月27日臨時株主総会決議 

（注）１．新株予約権１個につき、目的となる株式数は10株であります。 

ただし、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式数を調整するものとす

る。 

  調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

   ２．払込金額は、当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による

1円未満の端数は切り上げる。 

     なお、払込金額は、株式分割もしくは株式併合の場合、時価を下回る払込価額で自己株式を処分する場合、ま

たは新株予約権もしくは新株予約権を付与された証券を発行する場合等にも適宜調整する。 

 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数 5個 5個 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数  50株  50株 

新株予約権の行使時の払込金額 16,000円 16,000円 

新株予約権の行使期間 
自 平成15年12月５日 

至 平成23年６月22日 

自 平成15年12月５日 

至 平成23年６月22日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額 

発行価格 16,000円

資本組入額 8,000円

発行価格 16,000円

資本組入額 8,000円

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権者が死亡した場合

は、相続人がその権利を行使

することができる。 

②その他の条件については、本

総会および取締役会決議に基

づき、当社と対象取締役およ

び従業員との間で締結する新

株予約権付与契約に定めると

ころによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡、質入その他

の一切の処分は認めない。 
同左 

    

既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × 1株当たり払込金額 

  

調整後行使価額 ＝ 

  

調整前行使価額 × 

時価 

既発行株式数＋新規発行株式数     



⑥平成16年６月23日定時株主総会決議 

（注）１．新株予約権１個につき、目的となる株式数は１株であります。 

ただし、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式数を調整するものとす

る。 

 調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

   ２．払込金額は、当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による

1円未満の端数は切り上げる。 

     なお、払込金額は、株式分割もしくは株式併合の場合、時価を下回る払込価額で自己株式を処分する場合又は

新株予約権もしくは新株予約権を付与された証券を発行する場合等にも適宜調整する。 

 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数 3,060個 2,760個 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 3,060株 2,760株 

新株予約権の行使時の払込金額 24,101円 24,101円 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年７月１日 

至 平成26年６月22日 

自 平成18年７月１日 

至 平成26年６月22日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額 

発行価格 24,101円

資本組入額 12,501円

発行価格 24,101円

資本組入額 12,501円

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権者が死亡した場合

は、相続人がその権利を行使

することができる。 

②その他の条件については、本

総会および取締役会決議に基

づき、当社と対象取締役およ

び従業員との間で締結する新

株予約権付与契約に定めると

ころによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡、質入その他

の一切の処分は認めない。 
同左 

    

既発行株式数 ＋ 

新規発行・処分株式数 × 1株当たりの発行・処分価額 

  

調整後行使価額 ＝ 

  

調整前行使価額 × 

時価 

既発行株式数＋新規発行・処分株式数     



⑦平成17年６月28日定時株主総会決議 

（注）１．新株予約権１個につき、目的となる株式数は１株であります。 

ただし、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式数を調整するものとす

る。 

 調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

   ２．払込金額は、当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による

1円未満の端数は切り上げる。 

     なお、払込金額は、株式分割もしくは株式併合の場合、時価を下回る払込価額で自己株式を処分する場合又は

新株予約権もしくは新株予約権を付与された証券を発行する場合等にも適宜調整する。 

 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数 16,280個 15,970個 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 16,280株 15,970株 

新株予約権の行使時の払込金額 14,644円 14,644円 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年７月１日 

至 平成27年６月27日 

自 平成19年７月１日 

至 平成27年６月27日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額 

発行価格 14,644円

資本組入額 7,322円

発行価格 14,644円

資本組入額 7,322円

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権者が死亡した場合

は、相続人がその権利を行使

することができる。 

②その他の条件については、本

総会および取締役会決議に基

づき、当社と対象者との間で

締結する新株予約権付与契約

に定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡、質入その他

の一切の処分は認めない。 
同左 

    

既発行株式数 ＋ 

新規発行・処分株式数 × 1株当たりの発行・処分価額 

  

調整後行使価額 ＝ 

  

調整前行使価額 × 

時価 

既発行株式数＋新規発行・処分株式数     



⑧平成17年６月28日定時株主総会決議 

（注）１．新株予約権１個につき、目的となる株式数は１株であります。 

ただし、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式数を調整するものとす

る。 

 調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

   ２．払込金額は、当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による

1円未満の端数は切り上げる。 

     なお、払込金額は、株式分割もしくは株式併合の場合、時価を下回る払込価額で自己株式を処分する場合又は

新株予約権もしくは新株予約権を付与された証券を発行する場合等にも適宜調整する。 

 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数 3,000個 3,000個 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 3,000株 3,000株 

新株予約権の行使時の払込金額 13,655円 13,655円 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年７月１日 

至 平成27年６月27日 

自 平成19年７月１日 

至 平成27年６月27日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額 

発行価格 13,655円

資本組入額 6,828円

発行価格 13,655円

資本組入額 6,828円

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権者が死亡した場合

は、相続人がその権利を行使

することができる。 

②その他の条件については、本

総会および取締役会決議に基

づき、当社と対象取締役との

間で締結する新株予約権付与

契約に定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡、質入その他

の一切の処分は認めない。 
同左 

    

既発行株式数 ＋ 

新規発行・処分株式数 × 1株当たりの発行・処分価額 

  

調整後行使価額 ＝ 

  

調整前行使価額 × 

時価 

既発行株式数＋新規発行・処分株式数     



旧商法第341条ノ2の規定に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。 

⑨平成18年２月27日取締役会決議 

（注）１．本新株予約権の行使に際して払込をなすべき１株あたりの金額（以下「転換価額」という。）は、各本社債

につき、当初20,493円とする。 

   ２．転換価額の修正 

2006年３月24日以後、毎週金曜日（以下「決定日」という。）の翌取引日以降、転換価額は、決定日まで（当

日を含む。）の３連続取引日（但し、「売買高加重平均価格（ＶＷＡＰ）」が算出されない日は含まない。ま

た、決定日が取引日でない場合には決定日の直前の取引日までの３連続取引日とする。以下「時価算定期間」

という。）の株式会社東京証券取引所（当社普通株式が他の証券取引所に上場された場合には、当社普通株式

の普通取引の出来高及び値付率等を考慮して本新株予約権付社債の発行要項に定める計算代理人が最も適切と

判断する取引所とする。以下同じ。）における当社普通株式の普通取引の各取引日の売買高加重平均価格（Ｖ

ＷＡＰ）の平均値の90％に相当する金額（10円未満を切り上げる。以下「修正後転換価額」という。）に修正

される。なお、時価算定期間内に、転換価額の調整が生じた場合には、修正後転換価額は、本新株予約権付社

債の発行要項に従い計算代理人が適当と判断する値に調整される。但し、かかる算出の結果、修正後転換価額

が12,296円（以下「下限転換価額」という。但し、下記３．による調整を受ける。）を下回る場合には、修正

後転換価額は下限転換価額とする。また、かかる算出の結果、修正後転換価額が30,740円（以下「上限転換価

額」という。但し、下記３．による調整を受ける。）を上回る場合には、修正後転換価額は上限転換価額とす

る。 

   ３．転換価額の調整 

転換価額は、本新株予約権付社債の発行後、当社が当社普通株式の時価を下回る発行価額または処分価額で当

社普通株式を発行又は処分する場合には、次の算式により調整される。なお、次の算式において「既発行株式

数」は当社の発行済普通株式総数(但し、普通株式に係る自己株式数を除く。）をいう。 

また、転換価額は、当社普通株式の分割、併合、当社普通株式の時価を下回る価額をもって当社普通株式の交

付を請求できる新株予約権（新株予約権社債に付されたもの含む。）の発行が行われる場合その他一定の事由

を生じた場合にも適宜調整される。なお、算式によって算定した結果が１円未満の場合、転換価額の調整は行

わない。 

 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権付社債の残高 1,880,000千円 1,550,000千円 

新株予約権の数 188個 155個 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 

行使請求に係る本社債の発行価

額の総額を転換価額で除した数

（注）１.２.３. 

同左 

新株予約権の行使時の払込金額 10,000千円 10,000千円 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年３月16日 

至 平成22年３月30日 

自 平成18年３月16日 

至 平成22年３月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額 
（注）4. （注）4. 

新株予約権の行使の条件 

当社が本社債につき期限の利益

を喪失した場合には、以降新株

予約権を行使することができな

い。また、各本新株予約権の一

部行使はできないものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
本新株予約権の本社債と分離し

て譲渡することはできない。 
同左 

    

既発行株式数 ＋ 

新発行・処分株式数× 
1株あたりの 

発行・処分価額 

  

調整後転換価額 ＝ 

  

調整前転換価額 × 

１株あたり時価 

既発行株式数＋新発行・処分株式数     



   ４．新株予約権の行使により株券を発行する場合の当該株券の発行価格のうち資本組入額 

資本に組入れる額は、当該発行価格に0.5を乗じた額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合は、その端

数を切上げた額とする。発行価格は本社債額面金額の100％（各本社債の額面金額1,000万円）。 



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．サイトデザイン株式会社の株式移転により当社を設立。 

 ２. 新株予約権等の権利行使によるものであります。 

 ３. 平成16年１月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主の所有する普通株式１株を10株に分割

しております。 

 ４. 平成18年４月１日から平成18年５月31日までの間に新株予約権等の行使により、発行済株式総数が

23,566.50株、資本金が165,042千円、資本準備金が165,042千円増加しております。 

年 月 日 
発行済株式
総数増減数
（株） 

発行済株式

総数残高

（株） 

資本金増減
額 

（千円） 

資本金残高

（千円） 

資本準備金
増減額 
（千円） 

資本準備金

残高 

（千円） 

平成15年12月５日 

 （注）１ 
33,591.88 33,591.88 200,000 200,000 29,606 29,606 

平成15年12月６日～ 

平成16年３月19日 

 （注）２ 

14,004.00 47,595.88 28,025 228,025 27,825 57,431 

平成16年３月19日 

 （注）３ 
302,362.92 349,958.80 － 228,025 － 57,431 

平成16年３月20日～ 

平成16年３月31日 

 （注）２ 

20.00 349,978.80 250 228,275 250 57,681 

平成16年４月１日～ 

平成17年３月31日 

 （注）２ 

83,465.57 433,444.37 394,784 623,059 394,284 451,966 

平成17年４月1日～ 

平成18年３月31日 

 （注）２ 

10,530.05 443,974.42 83,188 706,248 83,188 535,154 



(4）【所有者別状況】 

    （注）１．「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、623株含まれております。 

       ２．自己株式10.04株は、「個人その他」及び「端株の状況」に含まれております。 

(5）【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況 

端株の状況
（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 2 9 43 16 9 6,929 7,008 － 

所有株式数

（株） 
－ 12,339 30,708 137,404 15,131 63 248,328 443,973 1.42 

所有株式数の

割合（％） 
－ 2.78 6.92 30.95 3.41 0.01 55.93 100 － 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社ウェルホールディングス 福岡県福岡市中央区天神2-14-8 123,050 27.72 

長廻健太郎 東京都杉並区 20,000 4.50 

井 康彦 福岡県福岡市中央区 13,750 3.10 

松井証券株式会社（一般信用口） 東京都千代田区麹町1-4 12,986 2.92 

大阪証券金融株式会社（業務口） 大阪府大阪市中央区北浜2-4-6 11,839 2.67 

鶴見 隆士 東京都羽村市 10,973 2.47 

立花証券株式会社 東京都中央区日本橋茅場町1-13-14 10,087 2.27 

株式会社レッド・ブル・キャピタル 東京都千代田区麹町5-7 6,400 1.44 

向井 信介 東京都目黒区 4,349 0.98 

太期 友里 東京都世田谷区 4,100 0.92 

計 ― 217,534 48.99 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が623株含まれております。 

２．「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数623個が含まれております。 

３．「端株」の欄には、自己株式が0.04株含まれております。 

②【自己株式等】 

（注）１．サイトデザイン株式会社が所有する相互保有株式は平成15年４月30日、平成15年５月16日及び、平成15年６月

６日に発行した円建転換社債型新株予約権付社債の株式転換の際に生じた端株を同社が買い取ったものです。 

    ２．当社が所有する自己株式は平成16年９月27日（香港時間）に発行した2007年満期円建転換社債型新株予約権付

社債の株式転換の際に生じた端株、及び平成18年３月15日（ロンドン時間）に発行した2010年満期ユーロ円建

無担保転換社債型新株予約権付社債の株式転換の際に生じた端株を買い取ったものです。 

  平成18年３月31日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式）  

普通株式       10  

（相互保有株式）  

普通株式       68 

－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式     443,895 443,895 － 

端株 普通株式      1.42 － － 

発行済株式総数 443,974.42 － － 

総株主の議決権 － 443,895 － 

  平成18年３月31日現在 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

（自己保有株式）※２ 

株式会社ＳＤホールディングス 

東京都渋谷区恵比

寿一丁目13番６号 
10 － 10 0.00 

（相互保有株式）※１ 

サイトデザイン株式会社 

東京都渋谷区恵比

寿一丁目13番６号 
68 － 68 0.02 

計 － 78 － 78 0.02 



(7）【ストックオプション制度の内容】 

 当社はストックオプション制度を採用しております。 

  当該制度は、サイトデザイン株式会社（以下「同社」という。）が旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21

の規定に基づき、同社の取締役、監査役、従業員、ならびに同社のコンサルタントに対して、業績向上に対する

意欲や士気を高めると共に優秀な人材確保のために使用することを目的として、また、同社取引先の取締役およ

び従業員に対して、同社との友好な取引関係を一層深めるとともに、同社の業績向上に寄与することを目的とし

て、新株予約権を発行することを、平成15年６月26日開催の第5期定時株主総会において決議されたものを、平

成15年10月27日開催の同社の臨時株主総会において「株式移転による完全親会社設立の件」が承認可決され、当

社がかかる義務を承継し、平成15年10月27日開催の同社の臨時株主総会において第１号議案として付議し「スト

ックオプションとして第４回ないし第７回新株予約権を発行する件」が承認可決され、新株予約権合計521個

（上限とする。）にかかる義務を、当社が承継いたしました。 

 また、当社は、平成16年６月23日開催の第１期定時株主総会において第４号議案として、さらに平成17年６月

28日開催の第２期定時株主総会において第５号議案として付議し「新株予約権を発行する件」が承認可決され新

株予約権を発行しました。 

 当該制度の内容は、次のとおりであります。 

（注）決権年月日は、サイトデザイン株式会社における発行決議を記載しています。 

サイトデザイン株式会社より承継分   

決議年月日 平成15年６月26日 平成15年10月27日 平成15年10月27日 平成15年10月27日 平成15年10月27日

付与対象者の

区分及び人数 

取締役 4名 

監査役 1名 

従業員 4名  

取締役1名 

従業員2名 
従業員1名 従業員2名 従業員1名 

新株予約権の

目的となる株

式の種類 

(2)新株予約権等

の状況に記載のと

おりであります。

(2)新株予約権等

の状況に記載のと

おりであります。

(2)新株予約権等

の状況に記載のと

おりであります。

(2)新株予約権等

の状況に記載のと

おりであります。 

(2)新株予約権等の

状況に記載のとお

りであります。 

株式の数 同上 同上 同上 同上 同上 

新株予約権の

行使時の払込

金額 

同上 同上 同上 同上 同上 

新株予約権の

行使期間 
同上 同上 同上 同上 同上 

新株予約権の

行使の条件 
同上 同上 同上 同上 同上 

新株予約権の

譲渡に関する

事項 

同上 同上 同上 同上 同上 



  

当社発行分   

決議年月日 平成16年６月23日 平成17年６月28日 平成17年６月28日 

付与対象者の

区分及び人数 

取締役 1名 

監査役 1名 

従業員 3名 

子会社取締役1名 

子会社従業員14名 

取締役 3名 

従業員 2名 

子会社取締役2名 

子会社従業員34名 

当社及び当社関係会社

のコンサルタント 1名

取締役 1名  

新株予約権の

目的となる株

式の種類 

(2)新株予約権等の

状況に記載のとお

りであります。 

(2)新株予約権等の

状況に記載のとお

りであります。  

(2)新株予約権等の

状況に記載のとお

りであります。  

株式の数 同上 同上 同上 

新株予約権の

行使時の払込

金額 

同上 同上 同上 

新株予約権の

行使期間 
同上 同上 同上 

新株予約権の

行使の条件 
同上 同上 同上 

新株予約権の

譲渡に関する

事項 

同上 同上 同上 



 平成18年６月23日開催の第３期定時株主総会において決議されたストックオプション制度の内容 

 当社はストックオプション制度を採用しております。当該制度は、会社法第236条、238条並びに239条の規定

に基づき、当社の従業員並びに当社関係会社の取締役及び従業員に対して、業績向上に対する意欲や士気を高め

るとともに優秀な人材確保のために使用することを目的として、当社グループの業績向上に寄与することを目的

として、発行価格を無償とする新株予約権を発行することを、平成18年６月23日開催の第３期定時株主総会にお

いて決議されたものであります。当該制度の内容は以下のとおりです。 

  （注）付与日以降、当社が時価を下回る価額または処分価額で普通株式を発行し、または、当社の有する普通株式を

処分する場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。 

決議年月日 平成18年６月23日 

付与対象者の区分及び人数 未定 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 2,000株を上限とする 

新株予約権の行使時の払込金額 新株予約権１個当たりの払込金額は、次により決定される１株当た

りの払込金額に新株予約権１個当たりの目的となる株式数を乗じた

金額とする。 

１株当たりの払込金額は、新株予約権を発行する日の属する月の前

月の各日（取引が成立していない日を除く）における東京証券取引

所における当社株式普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額

（１円未満の端数は切り上げ）とする。 

ただし、当該金額が新株予約権を発行する日の前日の終値（取引が

成立しない場合はその前日の終値）を下回る場合は、当該終値とす

る。 

新株予約権の行使期間 平成20年７月１日より平成28年６月22日まで 

新株予約権の行使の条件 ①新株予約権者が死亡した場合は、相続人がその権利を行使するこ

とができる。 

②新株予約権者は、付与された権利の質入れその他の処分をするこ

とができない。 

③その他の条件については、本総会および取締役会決議に基づき、

当社と対象取締役および従業員との間で締結する新株予約権付与契

約に定めるところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡による本新株予約権の取得については、取締役会の承認を要す

る。 

    

既発行株式数 ＋ 

新規発行・処分株式数 × 1株当たり発行・処分価額 

  

調整後行使価額 ＝ 

  

調整前行使価額 × 

時価 

既発行株式数＋新規発行・処分株式数     



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議機関における自己株式の買受け当の状況等】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 当社は、株主への利益還元を重要な経営課題として認識しており、将来の事業展開と経営体質強化のために必

要な内部留保を確保しつつ、安定した配当を実施していくことを基本としておりますが、当期の配当は誠に遺憾

ではありますが、無配とさせていただきました。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  （注）１. 最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

   なお、当社は平成15年12月５日に設立し、同日をもって同取引所に株式を上場いたしました。 

２. ※印は、株式分割による権利落後の最高・最低株価を示しております。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

回次 第１期 第２期 第３期   

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月   

最高（円） 
437,000 

※ 76,500 

42,650 

  

32,700  

  
  

最低（円） 
129,000 

※ 29,100 

10,450 

  

12,120  

  
  

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 14,110 15,080 30,550 32,700 25,000 25,780 

最低（円） 12,120 12,360 13,350 18,800 13,520 17,250 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有 
株式数 
（株） 

代表取締

役社長 
 佐古田 雅士 昭和38年4月23日生 

昭和61年４月 日本アイ・ビー・エム㈱入社 

平成５年３月 日本オラクル㈱入社 

平成８年３月 日本シーベル㈱アライアンスパートナー 

営業部長 

平成14年２月 ブリッジインターナショナル㈱取締役事業

部長 

平成15年７月 ㈱エムツークリエーション設立代表取締役 

平成17年３月 アーツテクノロジー㈱代表取締役（現任） 

平成17年６月 当社取締役 

平成17年11月  ユーロスポーツ㈱取締役（現任）  

平成18年１月  当社代表取締役（現任）  

－ 

取締役  鍋島 邦洋 昭和34年７月26日生 

昭和58年４月 菱屋㈱入社 

昭和61年２月 ヘンケル㈱入社 

昭和62年９月 日本ポラロイド㈱入社 西日本支店長 

平成14年３月 コダック㈱入社 西日本市場開発部長 

平成16年５月 ㈱フェヴリナ代表取締役（現任） 

平成17年６月 当社取締役（現任） 

平成17年９月 ㈱エバーライフ代表取締役専務(現任） 

平成17年11月 ユーロスポーツ㈱取締役（現任）  

－ 

取締役   遠藤 英樹  昭和39年６月30日生  

昭和62年４月 ㈱立石ライフサイエンス研究所入社 

(現 オムロンヘルスケア㈱) 

平成８年12月 ㈱再春館製薬所入社  

平成15年４月 ラーニング・システムズ㈱入社  

平成16年２月 ㈱フェヴリナ入社  

平成18年４月 ㈱フェヴリナ取締役（現任）  

平成18年６月 当社取締役（現任）  

－ 

 



（注）監査役 岡部雄一及び洲崎智広は、「会社法第２条第16号」に定める社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有 
株式数 
（株） 

監査役 常勤 岡部 雄一 昭和14年３月13日生 

昭和37年３月 ㈱安川電機製作所入社 

昭和52年３月 ㈱ワイ・イー・データ入社 

平成４年７月 ㈱デジタル入社 

平成６年11月 ㈱テクノアライアンス（現㈱セザミ）設立

代表取締役 

平成12年６月 ㈱テクノアライアンス取締役 

平成14年５月 ㈱テクノアライアンス代表取締役 

平成16年６月 当社監査役（現任） 

平成17年５月 ㈱テクノアライアンス取締役（現任） 

－ 

監査役  洲崎 智広 昭和45年８月３日生 

平成６年４月 ＣＳＫベンチャーキャピタル㈱入社 

平成９年２月 ㈱ドウシシャ入社 

平成10年７月 ㈱アルチザネットワークス入社 

平成12年３月 ㈱ストックリサーチ設立代表取締役副社長 

平成14年３月 ㈱アイ・コーリング設立代表取締役（現任）

平成15年６月 サイトデザイン㈱監査役 

平成15年６月 ボーステック㈱取締役 

平成15年12月 当社監査役（現任） 

－ 

監査役  渡邊 龍男 昭和39年６月11日生 

昭和62年４月 住友生命保険相互会社入社 

平成３年９月 東日本旅客鉄道㈱へ出向 

平成６年10月 ㈱アスキー・エヌ・ティ入社 

平成10年11月 イーワークスリミテッド㈱設立代表取締役

平成13年６月 サイトデザイン㈱取締役 

平成15年12月 当社取締役社長室長 

平成16年１月 当社社長室長 

平成16年２月 ㈲ソレイルソウル設立取締役（現任） 

平成16年６月 当社監査役（現任） 

平成16年６月 ㈱オールアバウト常勤監査役（現任） 

平成17年３月 デザインエクスチェンジ㈱監査役（現任）

平成17年11月  ユーロスポーツ㈱監査役（現任） 

20 

    計 20 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 

 当社は、コーポレート・ガバナンスが有効に機能することが求められる中、株主に対し一層の経営の透明性を高め

るため、公正な経営を実現することを最優先して考えております。まず、取締役会につきましては、３名の取締役に

て十分な議論を尽くした上で、意思決定の迅速化、機動的経営の実行を図っております。また、監査役につきまして

も、３名のうち社外監査役を２名選任しており、取締役の業務執行について、厳正な監視を行う方針です。法令遵守

につきましては、社外の有識者（弁護士、公認会計士等）に確認し、経営の法律面からのチェック機能が働くように

しております。 

(１)コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

① 経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

  

  

② 社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概要 

 当社では現在、社外取締役を選任しておりません。今後の企業規模の拡大及び事業内容にあわせて検討する予

定であります。現在、３名の監査役のうち２名を社外監査役として選任しておりますが、当社との利害関係はご

ざいません。 

  

③ コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近１年間における実施状況 

 当社は、会社の経営方針その他重要事項を決定する取締役会を月１回以上開催するとともに、会社の業務遂行

を効率的に行うため、実質的な経営課題の協議の場として、取締役全員と各グループ会社の代表取締役および経

営企画室長、管理本部長とで構成される定例の経営会議を月２回開催するほか、個別案件については、適宜開催

し、経営の意思決定を迅速に行っております。 

  

④ 会計監査の状況 

 当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、川田増三及び坂本裕子の両氏であり、中央青山監査法人に所属

しております。 

 また、当社の会計監査業務に係る補助者は公認会計士5名、会計士補6名、その他2名であります。 

  

(２)役員報酬の内容 

当社の取締役に及び監査役に対する役員報酬等は以下のとおりであります。 

  

  支給人数（名） 支払額（千円） 

取締役の年間報酬総額 3 19,475 

監査役の年間報酬総額 3 4,500 

合   計 6 23,975 



(３)監査報酬の内容 

 当社の中央青山監査法人への公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬

の内容は、以下の通りであります。 

 監査契約に基づく監査証明に係る報酬総額  12,000千円 

 また、上記以外の業務に基づく報酬は、2,000千円であります。 



第５【経理の状況】 

１.連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1)当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし

書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2)当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書き

により、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２.監査証明について 

  当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）

及び当連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度（平成16年４月

１日から平成17年３月31日まで）及び当事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表につい

て、中央青山監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金  ※１  696,331   932,964  

２．受取手形及び売掛金   73,655   376,154  

３．たな卸資産   114,831   413,971  

４．未収入金    104,397   10,682  

５．その他   35,286   80,720  

貸倒引当金    △9,405   △8,104  

流動資産合計   1,015,094 72.9  1,806,388 61.2 

Ⅱ 固定資産        

１. 有形固定資産        

(1) 建物及び構築物  11,762   12,750   

減価償却累計額  4,194 7,568  3,952 8,798  

(2) 工具器具備品  46,772   48,612   

減価償却累計額  23,599 23,172  29,350 19,261  

(3) その他  3,357   4,395   

減価償却累計額  1,330 2,027  2,821 1,573  

有形固定資産合計   32,769 2.4  29,634 1.0 

２. 無形固定資産        

(1) ソフトウェア   29,969   21,979  

(2) 連結調整勘定   17,506   13,129  

(3) その他   72   220  

無形固定資産合計   47,548 3.4  35,329 1.2 

３．投資その他の資産        

(1) 投資有価証券   4,487   4,487  

(2) 関係会社株式   208,414   －  

(3) 差入保証金   43,799   49,437  

(4) 長期預け金  ※１  －   1,000,000  

(5) その他   －   10  

投資その他の資産合計   256,700 18.4  1,053,935 35.7 

固定資産合計   337,018 24.2  1,118,899 37.9 

 



  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅲ 繰延資産        

１．社債発行費    40,439   26,115  

繰延資産合計    40,439 2.9  26,115 0.9 

資産合計   1,392,553 100.0  2,951,403 100.0 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形及び買掛金   95,005   129,136  

２．短期借入金   329,750   15,000  

３．未払金   277,367   146,937  

４．未払法人税等   16,220   25,058  

５．返品調整引当金   2,000   13,848  

６．その他   46,041   77,912  

流動負債合計   766,386 55.0  407,894 13.8 

Ⅱ 固定負債        

１. 社債  ※１  40,000   1,880,000  

２．繰延税金負債   960   640  

３．その他   805   3,000  

固定負債合計   41,766 3.0  1,883,640 63.8 

負債合計   808,152 58.0  2,291,534 77.6 

        

（少数株主持分）        

少数株主持分   － －  － － 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※２  623,059 44.7  706,248 23.9 

Ⅱ 資本剰余金   987,289 70.9  1,070,477 36.3 

Ⅲ 利益剰余金   △1,025,537 △73.6  △1,116,342 △37.8 

Ⅳ 自己株式 ※３  △410 △0.0  △515 △0.0 

資本合計   584,400 42.0  659,868 22.4 

負債、少数株主持分及び
資本合計 

  1,392,553 100.0  2,951,403 100.0 

        



②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高            

１．売上高  433,724   3,026,120   

２．手数料収入  746,609 1,180,334 100.0 － 3,026,120 100.0 

Ⅱ 売上原価   241,086 20.4  785,174 26.0 

売上総利益   939,247 79.6  2,240,946 74.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  1,178,365 99.8  2,268,782 74.9 

営業損失   239,117 △20.2  27,836 △0.9 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  14   8   

２．社債発行差金償却  16,694   805   

３．過年度支手数料値引額  －   10,000   

４．その他の営業外収益  10,754 27,463 2.3 18,376 29,190 1.0 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  21,011   8,227   

２．開業費  －   5,871   

３．新株発行費   3,814   1,255   

４．社債発行費償却  24,158   29,075   

５．本社移転費用   －   4,449   

６．その他の営業外費用  1,525 50,510 4.3 9,234 58,113 1.9 

経常損失   262,164 △22.2  56,759 △1.8 

Ⅵ 特別利益        

１．新株予約権売却益  97,323 97,323 8.3 － － － 

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産除却損 ※２ 40,154   6,034   

２. 固定資産売却損 ※３ 147   130   

３. 投資有価証券評価損   15,512   －   

４．関係会社株式評価損 3,253 59,068 5.0 － 6,164 0.2 

税金等調整前当期純損
失 

  223,908 △18.9  62,924 △2.0 

法人税、住民税及び事
業税 

  13,891 1.2  28,200 0.9 

法人税等調整額   △201 0.0  △320 0.0 

当期純損失   237,598 △20.1  90,804 △3.0 

             



③【連結剰余金計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   593,004  987,289 

Ⅱ 資本剰余金増加高      

１. ストックオプション・
新株予約権の行使 

 394,284 394,284 83,188 83,188 

Ⅲ 資本剰余金期末残高   987,289  1,070,477 

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   △787,938  △1,025,537 

Ⅱ 利益剰余金減少高      

１．当期純損失  237,598 237,598 90,804 90,804 

Ⅲ 利益剰余金期末残高   △1,025,537  △1,116,342 

      



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

   

税金等調整前当期純損失  △223,908 △62,924 

減価償却費  63,715 22,986 

連結調整勘定償却  4,376 4,376 

新株発行費  3,814 1,255 

社債発行費償却  24,158 29,075 

投資有価証券評価損  15,512 － 

関係会社株式評価損  3,253 － 

社債発行差金償却  △16,694 △805 

新株予約権売却益  △97,323 － 

固定資産除却損  36,411 6,034 

固定資産売却損  147 130 

貸倒引当金の増減額  6,627 △1,301 

返品調整引当金の増加額  2,000 11,848 

受取利息  △14 △8 

支払利息  21,011 8,227 

売上債権の増加額  △32,148 △302,499 

たな卸資産の増加額  △115,948 △299,140 

その他流動資産の増減額  △35,796 47,700 

仕入債務の増加額  60,715 34,131 

その他流動負債の増減額  93,162 △103,221 

その他  6 △1,949 

小計  △186,921 △606,084 

利息及び配当金の受取額  14 8 

利息の支払額  △18,329 △9,641 

法人税等の支払額  △1,528 △20,135 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 △206,764 △635,853 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

   

有形固定資産の取得による支出  △16,453 △17,290 

有形固定資産の売却による収入  399 399 

無形固定資産の取得による支出  △883 △1,307 

連結子会社の株式取得による支出  △100,000 － 

新株予約権売却による収入  97,953 － 

差入保証金の差入による支出  △7,062 △23,638 

差入保証金の返還による収入  － 18,000 

保証金の預りによる収入  － 3,000 

子会社清算に伴う残余財産分配によ
る収入 

 － 210,388 

その他  140 △10 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △25,904 189,541 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

   

短期借入金の増減額  △323,050 △314,750 

社債発行による収入  668,656 992,678 

新株発行による収入  125,254 5,121 

自己株式の取得による支出  △86 △105 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 470,774 682,944 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額  238,104 236,633 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  484,261 696,331 

Ⅵ 連結除外に伴う現金及び現金同等物の
減少額 

 △26,035 － 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 696,331 932,964 

    



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 当社グループは、前連結会計年度787,938千円の当期純

損失を計上し、当連結会計年度においても237,598千円の

当期純損失となっております。このため、継続企業の前

提に関する重要な疑義が存在していますが、連結財務諸

表は継続企業を前提として作成しており、このような重

要な疑義の影響を連結財務諸表には反映していません。 

 当該状況に対応し、また子会社並びに新規事業に対す

る投融資や当社グループの財務基盤の強化・改善を図る

ため、当連結会計年度において、円建転換社債型新株予

約権付社債額面総額700,000千円を発行いたしました。 

 なお、当連結会計年度末までに本社債660,000千円に係

る新株予約権の権利行使を受け、資本金および資本準備

金がそれぞれ330,000千円増加しております。 

 前連結会計年度より、当社を持株会社として、従来の

事業内容の見直しを行い、組織を再編し、経営の効率

化・体質強化を継続的に図っております。コミュニケー

ション・セールス事業を行っております株式会社フェヴ

リナにおきましては、ベースメイクの「ACQUA FAIRY」ブ

ランドの投入、基礎化粧品の「NANO ACQUA」シリーズの

商品ラインナップの拡充、更には、株式会社エンポート

から引き継いだ健康食品の事業を「BE ACQUA」シリーズ

と位置付け、従来の「ヒアルロン酸」に加え「CoQ10x8」

をはじめ新商品の発売を行っております。また、３ブラ

ンドとも新しいインフォマーシャルを投入するなど販売

強化を図り、登録顧客数および販売は順調に伸びており

ます。システム事業を行うアーツテクノロジー株式会社

は、事業ドメインをＥＣ分野に特化させ、システム開発

のみならず、ＥＣ分野におけるサービスプロバイダーと

して、ＥＣ事業者向けの各種周辺サービスの事業モデル

を構築しております。 

 以上の通り、当社はコミュニケーション・セールス事

業とシステム事業の強化を図り、当社グループの収益の

拡大を目指しております。 

 当社グループは、前連結会計年度237,598千円の当期純

損失を計上し、当連結会計年度においても90,804千円の当

期純損失となっております。このため、継続企業の前提に

関する重要な疑義が存在していますが、連結財務諸表は継

続企業を前提として作成しており、このような重要な疑義

の影響を連結財務諸表には反映していません。 

 当該状況に対応し、また新規事業及びＭ＆Ａ事業に対す

る投融資や当社グループの財務基盤の強化・改善を図るた

め、前連結会計年度において、円建転換社債型新株予約権

付社債700,000千円を発行し、当連結会計年度末までに本

社債700,000千円すべてに係る新株予約権の権利行使を受

け、資本金及び資本準備金がそれぞれ350,000千円増加し

ております。 

 また、2006年３月15日に、ユーロ円建無担保転換社債型

新株予約権付社債額面総額2,000,000千円を発行し、2006

年５月末までに本社債450,000千円に係る新株予約権の権

利行使を受け、資本金および資本準備金がそれぞれ

225,000千円増加しております。ただし、本社債総額

2,000,000千円のうち1,000,000千円は、エスクロー契約に

基づくエスクロー代理人であるHammondsの口座に預託され

ているものであり、社債の転換に応じて当社の口座に送金

されるものであります。さらに、重要な後発事象に記載の

とおり、本社債の未償還額のうち、550,000千円を2006年

６月15日に繰上償還しております。 

 事業の状況については、当社を持株会社として、経営の

効率化・体質強化を継続的に図っております。 

 コミュニケーション・セールス事業を行う株式会社フェ

ヴリナにおきましては、商品のラインナップを拡充すると

ともに、ウェブサイトのリニューアル等新規顧客の獲得を

効率的に行うためインターネットを活用したマーケティン

グの強化などにより、登録顧客数および売上は順調に推移

しております。また、データベースマーケティングの強化

により既存顧客を囲い込むためのＤＭのレスポンスが増加

し再販率が向上しました。さらに当連結会計年度における

「オートシップコース」の継続数が向上し、売上の安定に

つながりました。 

 システム事業を行うアーツテクノロジー株式会社では、

事業ドメインをＥＣ分野でのＡＳＰサービス及びパッケー

ジ販売を核としたシステム開発、並びにサイト構築・マー

ケティング活動におけるコンサルテーション及び業務運

用・物流支援・コールセンター窓口・決済等の関連サービ

スを全て提供するサービスプロバイダーとして、ＥＣ事業

者向けの各種サービスの事業モデルを展開してまいりまし

た。また、当連結会計年度にはプライバシーマーク認証の

コンサルテーション及び認証資格取得支援サービスを新規

事業として立ち上げ、事業の拡大に努めてまいりました。 

 スポーツ関連事業を行うユーロスポーツ株式会社は平成

17年11月１日に設立しました。同月25日に営業を開始し、

顧客との販売契約を結び、順調に販売を行なっておりま

す。平成18年３月にはニューモデルラケットを投入し、堅

調な売上を計上しております。 

 以上の通り、当社はコミュニケーション・セールス事

業、システム事業及びスポーツ関連事業の強化を図り、当

社グループの収益の拡大を目指しております。 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関

する事項 

(1）連結子会社の数     ３ 社 

主要な連結子会社の名称 

  サイトデザイン㈱ 

  アーツテクノロジー㈱ 

  ㈱フェヴリナ 

(1）連結子会社の数     ４ 社 

主要な連結子会社の名称 

  ㈱フェヴリナ 

  アーツテクノロジー㈱ 

  ユーロスポーツ㈱ 

  サイトデザイン㈱ 

  ㈱エンポートは清算中のため、連結の範囲

から除外しております。但し、平成16年９月

30日までの損益計算書を連結しております。 

 ユーロスポーツ㈱については平成17年11月

に新たに設立したため、連結の範囲に含めて

おります。 

２．持分法の適用に

関する事項 

  該当する事項はありません。   同左 

３．連結子会社の事

業年度等に関す

る事項 

 連結子会社の決算日は連結決算日と一致し

ております。 

 なお、アーツテクノロジー㈱については、

当連結会計年度より決算日を３月31日に変更

しております。 

 連結子会社の決算日は連結決算日と一致し

ております。 

４．会計処理基準に

関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券の評価基準及び評価方法 

 その他有価証券 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券の評価基準及び評価方法 

 その他有価証券 

 ・ 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

②たな卸資産の評価基準及び評価方法 

ａ 商品 

コミュニケーション・セールス事業 

総平均法による 

原価法 

システム事業  

先入先出法による 

原価法 

  

  

  

ｂ 仕掛品 

個別法による原価法 

同左 

  

②たな卸資産の評価基準及び評価方法 

ａ 商品 

コミュニケーション・セールス事業 

同左 

  

システム事業  

同左 

  

スポーツ関連事業 

移動平均法による 

原価法 

ｂ 仕掛品 

同左 

 (2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。 

建物及び構築物 ８～15年 

工具器具備品  ５～15年 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

 同左 

  

  

  

 ②無形固定資産 ②無形固定資産 

  ソフトウェア  ソフトウェア 

 ・自社利用のソフトウェア 

 社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法 

・自社利用のソフトウェア 

 同左 

 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ③繰延資産 

  ────── 

   

 新株発行費 

 支出時に全額費用処理しております。

 社債発行費 

 均等償却（3年）しております。 

 社債発行差金 

 社債の償還期間にわたり均等償却し

ております。 

③繰延資産 

 開業費 

 支出時に全額費用処理しております。

 新株発行費 

 同左 

 社債発行費 

 同左 

 社債発行差金 

 同左 

 (3)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

(3)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

 ②返品調整引当金 

 期末後の返品による損失に備えるた

め、返品見込額に対する売上総利益相

当額を計上しております。 

②返品調整引当金 

同左 

 (4）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

(4）重要なリース取引の処理方法 

  同左 

 (5）その他連結財務諸表作成のための重要な

事項 

①消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によっ

ております。 

(5）その他連結財務諸表作成のための重要な

事項 

①消費税等の会計処理 

 同左 

 ②連結納税 

 当連結会計年度より連結納税制度を

適用しております。 

②連結納税 

 連結納税制度を適用しております。 

５．連結子会社の資

産及び負債の評

価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価方法は全

面時価評価法によっております。 

 同左 

６．連結調整勘定の

償却に関する事

項 

 連結調整勘定は、５年間で均等償却してお

ります。 

 同左 

７．利益処分項目等

の取扱いに関す

る事項 

利益処分又は損失処理の取扱い方法 

 連結会計年度中に確定した利益処分又は損

失処理に基づいております。 

利益処分又は損失処理の取扱い方法 

 同左 

８．連結キャッシ

ュ・フロー計算

書における資金

の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書における資

金（現金及び現金同等物）は手許現金、随時

引き出し可能な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資としております。 

 同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

───────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

  当連結会計年度より、「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日）及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月31日））を適用し

ております。これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（連結損益計算書） 

 前連結会計年度まで営業外費用の「その他の営業

外費用」に含めて表示しておりました「社債発行費

償却」は、営業外費用の100分の10を超えたため、区

分掲記しました。 

なお、前連結会計年度における「社債発行費償却」

の金額は7,877千円であります。 

───────── 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

  ────── ※１ ユーロ円建無担保転換社債型新株予約権付社債の

発行による、調達額のうち、1,600,000千円について

は、資金使途を新規事業及びＭ＆Ａに対する投融資

に限定しており、使途を変更する場合には社債権者

との協議が必要となります。また、そのうち長期預

け金1,000,000千円についてはエスクロー契約書に基

づくエスクロー代理人であるHammondsの口座に預託

されているものであります。 

※２ 当社の発行済株式総数は、普通株式433,444.37株

であります。 

※２ 当社の発行済株式総数は、普通株式443,974.42株

であります。 

※３ 連結会社が保有する自己株式の数は、普通株式  

74.02株であります。 

※３ 連結会社が保有する自己株式の数は、普通株式   

 78.84株であります。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は以

下のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は以

下のとおりであります。 

給与手当 309,451千円 

広告宣伝費 343,036千円 

貸倒引当金繰入額 7,257千円 

給与手当 390,923千円 

広告宣伝費 1,161,591千円 

貸倒引当金繰入額 1,850千円 

※２ 固定資産除却損は工具器具備品310千円、ソフトウ

ェア36,100千円及びその他3,743千円であります。 

※２ 固定資産除却損は建物付属設備3,190千円、工具器

具備品2,463千円及びソフトウェア381千円でありま

す。 

※３ 固定資産売却損は工具器具備品147千円でありま

す。 

※３ 固定資産売却損は工具器具備品 130千円でありま

す。 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

 （千円）

現金及び預金勘定 696,331

現金及び現金同等物 696,331

 （千円）

現金及び預金勘定 932,964

現金及び現金同等物 932,964

２．重要な非資金取引の内容 

円建転換社債型新株予約権付社債の新株予

約権の行使 

（千円）

新株予約権の行使による資本金増加額 330,000

新株予約権の行使による資本準備金増加額 330,000

新株予約権の行使による円建転換社債型新

株予約権付社債減少額 

660,000

２．重要な非資金取引の内容 

(2)ユーロ円建無担保転換社債型新株予約権付社債 

 の発行による調達額2,000,000千円のうちエスクロ 

 ー契約書に基づくエスクロー代理人であるHammonds

 の口座に1,000,000千円が預託されております。 

(1)円建転換社債型新株予約権付社債の 

 新株予約権の行使 

（千円）

新株予約権の行使による資本金増加額 20,000

新株予約権の行使による資本準備金増加額 20,000

新株予約権の行使による円建転換社債型新

株予約権付社債減少額 

40,000

(3)上記(2)ユーロ円建無担保転換社債型新 

 株予約権付社債の新株予約権の行使 

（千円）

新株予約権の行使による資本金増加額 60,000

新株予約権の行使による資本準備金増加額 60,000

新株予約権の行使によるユーロ円建無担保

転換社債型新株予約権付社債減少額 

120,000



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 時価評価されていない主な有価証券の内容 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具器具備品 2,796 1,243 1,553 

合計 2,796 1,243 1,553 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具器具備品 37,140 3,843 33,296 

車両 3,834 1,189 2,644 

合計 40,974 5,032 35,941 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額等 

    未経過リース料期末残高相当額 

１年内 306千円 

１年超 1,439千円 

合計 1,745千円 

１年内 8,920千円 

１年超 29,610千円 

合計 38,531千円 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 ３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

 却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 10,232千円 

減価償却費相当額 8,526千円 

支払利息相当額 908千円 

支払リース料 5,172千円 

減価償却費相当額 3,789千円 

支払利息相当額 610千円 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

       同左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額とし、各期への配分方法については利息法

によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

       同左 

 （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。 

 
前連結会計年度（平成17年３月31日） 当連結会計年度（平成18年３月31日） 

連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式 4,487 4,487 



（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

（退職給付関係） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 当社グループは、退職金制度を採用しておりませんので、該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 当社グループは、退職金制度を採用しておりませんので、該当事項はありません。 

（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産）   

税務上の繰越欠損金 852,044千円 

減価償却超過額 307 

その他 2,105 

 繰延税金資産小計 854,457 

 評価性引当額 △854,457 

繰延税金資産合計 － 

繰延税金負債合計 960 

繰延税金負債の純額 960 

   

（繰延税金資産）   

税務上の繰越欠損金 825,594千円 

貸倒引当金繰入超過額 593 

返品調整引当金繰入超過額 5,787 

未払事業税 7,628 

その他 3,428 

 繰延税金資産小計 843,032 

 評価性引当額 △843,032 

繰延税金資産合計 － 

繰延税金負債合計 640 

繰延税金負債の純額 640 

   

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

 税金等調整前当期純損失のため、記載を省略してお

ります。 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

 税金等調整前当期純損失のため、記載を省略してお

ります。 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

（注）１.事業の区分は内部管理上採用している区分によっております。 

２.各区分の主な内容 

（1）コミュニケーション・セールス事業   

   基礎化粧品及び健康食品等の通信販売 

（2）システム事業   

   ソフトウエア受託開発、パッケージソフトウェア開発・販売 

３.営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は172,699千円であり、その主な

ものは本社の総務・経理部門等管理部門に係る費用であります。 

４.資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は562,802千円であり、その主なものは、当

社での余資運用資金（現金及び預金）及び管理部門に係る資産等であります。 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）  

 
コミュニケーション・

セールス事業（千円）

システム事業

（千円） 
計（千円） 

消去又は全社

（千円） 
連結（千円）

Ⅰ売上高及び営業損益      

 売上高      

（1）外部顧客に対する売上高 1,003,508 176,825 1,180,334 － 1,180,334 

（2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ 2,657 2,657 (2,657) － 

計 1,003,508 179,483 1,182,991 (2,657) 1,180,334 

 営業費用 1,015,142 296,844 1,311,987 107,464 1,419,452 

 営業損失 11,634 117,361 128,995 (110,122) 239,117 

Ⅱ資産、減価償却費及び資本的

支出 
     

 資産 567,327 352,570 919,897 472,655 1,392,553 

 減価償却費 19,855 41,355 61,211 264 61,475 

 資本的支出 14,296 2,140 16,436 239 16,677 



（注）１.事業の区分は内部管理上採用している区分によっております。 

２.各区分の主な内容 

（1）コミュニケーション・セールス事業   

   基礎化粧品及び健康食品等の通信販売 

（2）システム事業   

   ソフトウエア受託開発、パッケージソフトウェア開発・販売 

（3）スポーツ関連事業 

   スポーツ関連商品の輸入販売、企画・製造・販売、スポーツコンテンツの製作・販売 

３.営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は183,477千円であり、その主な

ものは本社の総務・経理部門等管理部門に係る費用であります。 

４.スポーツ関連事業は、当連結会計年度より連結子会社となりましたユーロスポーツ㈱が行っている事業

であり、当該セグメントを新設しております。 

５.資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は1,896,656千円であり、その主なものは、

当社での余資運用資金（現金及び預金）、長期預け金及び管理部門に係る資産等であります。 

【所在地別セグメント情報】 

 前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成17年４月１

日 至 平成18年３月31日）において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、

該当事項はありません。 

【海外売上高】 

 前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成17年４月１

日 至 平成18年３月31日）において、海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省

略しております。 

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）  

 
コミュニケーション・

セールス事業（千円） 

システム事業

（千円） 

スポーツ関連

事業（千円） 
計（千円） 

消去又は全社

（千円） 
連結（千円）

Ⅰ売上高及び営業損益       

 売上高       

（1）外部顧客に対する売上高 2,506,425 197,232 322,461 3,026,120 － 3,026,120 

（2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
4,149 5,429 － 9,578 (9,578) － 

計 2,510,575 202,662 322,461 3,035,698 (9,578) 3,026,120 

 営業費用 2,366,355 222,614 324,472 2,913,442 140,513 3,053,956 

 営業利益又は営業損失△ 144,219 △19,952 △2,010 122,256 (150,092) △27,836 

Ⅱ資産、減価償却費及び資本

的支出 
      

 資産 518,307 89,215 564,192 1,171,714 1,779,689 2,951,403 

 減価償却費 18,984 2,479 941 22,405 581 22,986 

 資本的支出 3,825 1,770 9,275 14,871 3,579 18,450 



【関連当事者との取引】 

 前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等 

１. 上記の資金の借入における金利は、市場金利を参考として決定されております。 

 (2）役員及び個人主要株主等 

   該当事項はありません。 

  

 (3）子会社等 

   該当事項はありません。 

  

 当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

  

（1）親会社及び法人主要株主等 

     該当事項はありません。 

  

  

 （注）１. 当社役員三木雅史（平成18年１月退任）が議決権の100％を直接保有しております。 

 ２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

   外注費の支払については、市場の実勢価格を勘案して発注及び価格を決定されております。 

 ３．上記取引金額には消費税等が含まれておりません。 

  

 (3）子会社等 

   該当事項はありません。  

  

（1）親会社及び法人主要株主等  

属性 会社等の名称 住所 
資本金又は
出資金 
(千円) 

事業の
内容又
は職業 

議決権等の所有
（被所有）割合
（％） 

関係内容 

取引の 
内容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
（千円） 

役員の
兼任等
（人）

事業上
の関係

その他の

関係会社 

㈱ウェルホール

ディングス 

福岡県 

福岡市 

中央区 

20,000 投資業 
（被所有） 

直接28.6 

役員 

１名 
－ 

借入の 

返済 
100,000 － － 

利息の 

支払い 
1,210 － － 

 (2）役員及び個人主要株主等  

属性 会社等の名称 住所 
資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円) 

役員の
兼任等
（人）

事業上
の関係

役員及びその近親

者が議決権の過半

数を所有している

会社等(当該会社等

の子会社を含む) 

㈱エフトゥー

ワン（注1）  

東京都 

渋谷区 
10,000 

情報処理 

サービス業
なし なし なし 

外注費の

支払(注2)
3,650 外注費 － 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,348.50円 １株当たり純資産額 1,486.54円 

１株当たり当期純損失金額 602.07円 １株当たり当期純損失金額 208.84円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの当期純損失を計上し

ているため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの当期純損失を計上し

ているため記載しておりません。 

 
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当期純損失（千円） 237,598 90,804 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純損失（千円） 237,598 90,804 

期中平均株式数（株） 394,637 434,784 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり当期純利益の算定に

含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権７種類（新株予約権の数

8,878個）。なお、新株予約権の概要

は「第４ 提出会社の状況、１ 株式

等の状況、（２）新株予約権等の状

況」に記載のとおりであります。 

新株予約権９種類（新株予約権の数

23,013個）。なお、新株予約権の概

要は「第４ 提出会社の状況、１ 株

式等の状況、（２）新株予約権等の

状況」に記載のとおりであります。 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度  
（自 平成16年４月１日  
至 平成17年３月31日）  

当連結会計年度  
（自 平成17年４月１日  
至 平成18年３月31日）  

─────── （2010年満期ユーロ円建無担保転換社債型新株予約権付

社債の一部繰上償還について） 

 平成18年３月15日に発行いたしました2010年満期ユー

ロ円建無担保転換社債型新株予約権付社債に関して、本

社債の発行要項に基づいて、割当先であるAIG-

FP Structured Finance(Cayman) Limitedに対し、以下の

通り、未償還額の一部を繰上償還いたしました。 

 

(1)繰上償還した社債の銘柄 

  株式会社ＳＤホールディングス2010年満期ユーロ円 

  建無担保転換社債型新株予約権付社債 

(2)繰上償還日 

  平成18年６月15日 

(3)繰上償還額面金額 

  550,000,000円 

(4)償還価格 

  額面100円につき金100円 

(5)償還のための資金調達の方法 

  今回の繰上償還原資には、余裕資金を充当するため 

 当該繰上償還による業績に与える影響はないと考えて 

 おります。 

  

 本社債の概要（平成18年５月31日現在） 

(1)発効日   2006年３月15日（ロンドン時間） 

(2)発行総額  20億円 

(3)転換総額  450,000,000円 

(4)未償還残高 1,550,000,000円 

(5)償還期限  2010年３月31日（ロンドン時間） 

(6)利率    本社債に利息は付さない 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 （注）１．（ ）内書は、１年以内の償還予定額であります。 

２．新株予約権付社債に関する記載は次のとおりであります。 

 （注）１．株式の発行価格には修正条件が付いております。 

２．新株予約権を行使しようとする者の請求があるときは、その新株予約権社債の金額の償還に代え

て、新株予約権の行使に際して払込をなすべき額の金額の払込があったものとします。 

３．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。 

【借入金等明細表】 

 （注）平均利率は期末日の利率及び残高に基づき算定しております。 

(2）【その他】 

① 決算日後の状況 

 特記事項はありません。 

② 訴訟 

 該当事項はありません。 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

利率
（％） 

担保 償還期限 

株式会社ＳＤホールデ

ィングス 

 2007年満期円建転換社

債型新株予約権付社債 

平成16年９月27日 

（香港時間） 

40,000 

(40,000) 

－ 

(－)  
－ なし  平成19年９月27日 

株式会社ＳＤホールデ

ィングス 

 2010年満期ユーロ円建

無担保転換社債型新株予

約権付社債 

平成18年３月15日 

 （ロンドン時間）
－ 

1,880,000 

(－)  
－  なし  平成22年３月31日 

合計 － － 
40,000 

(40,000) 

1,880,000 

(－)  
－ － － 

発行すべ
き株式 

新株予約権 
の発行価額 
（円） 

株式の発行価格
（円） 

発行価額の総額
（千円） 

新株予約権の行
使により発行し
た株式の発行価
額の総額 
（千円） 

新株予約
権の付与
割合 
（％） 

新株予約権 
行使期間 

普通株式 － 20,110 2,000,000 120,000 100 
平成18年３月16日～

平成22年３月30日 

１年以内（千円） 
１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

－ － － 1,880,000 － 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 497,750 503,172 2.00 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） － － － － 

その他の有利子負債 － － － － 

小計 497,750 503,172 － － 

内部取引の消去 △168,000 △488,172 － － 

計 329,750 15,000 － － 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金 ※２  464,483   758,562  

２．売掛金   －   262  

３．未収入金 ※１  59,580   93,345  

４．前払費用   1,333   3,003  

５. 関係会社短期貸付金   168,000   364,672  

６．その他   4,275   1,836  

流動資産合計   697,673 81.0  1,221,682 49.5 

Ⅱ 固定資産        

１.有形固定資産        

(1）建物  －   2,210   

減価償却累計額  － －  252 1,957  

(2)工具器具備品  914   1,362   

減価償却累計額  348 566  558 803  

有形固定資産合計   566 0.1  2,761 0.1 

２.投資その他の資産        

(1)関係会社株式   130,000   140,000  

(2)関係会社長期貸付金   －   123,500  

(3)長期預け金 ※２  －   1,000,000  

(4)その他   －   10,770  

貸倒引当金    －   △56,600  

投資その他の資産合計   130,000 15.1  1,217,670 49.3 

固定資産合計   130,566 15.2  1,220,431 49.4 

Ⅲ 繰延資産        

１．社債発行費   32,562   26,115  

繰延資産合計   32,562 3.8  26,115 1.1 

資産合計   860,802 100.0  2,468,229 100.0 

        

 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．関係会社短期借入金   150,000   －  

２．未払金 ※１  36,576   43,513  

３．未払費用  ※１  1,495   －  

４．未払法人税等   2,783   3,556  

５．預り金   1,029   536  

流動負債合計   191,885 22.3  47,607 1.9 

Ⅱ 固定負債        

１．社債 ※２  40,000   1,880,000  

２．社債発行差金   805   －  

固定負債合計   40,805 4.7  1,880,000 76.2 

負債合計   232,691 27.0  1,927,607 78.1 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※３  623,059 72.4  706,248 28.6 

Ⅱ 資本剰余金        

１．資本準備金  451,966   535,154   

資本剰余金合計   451,966 52.5  535,154 21.7 

Ⅲ 利益剰余金        

１．当期未処理損失  446,827   700,588   

利益剰余金合計   △446,827 △51.9  △700,588 △28.4 

Ⅳ 自己株式 ※４  △86 △0.0  △192 △0.0 

資本合計   628,111 73.0  540,622 21.9 

負債・資本合計   860,802 100.0  2,468,229 100.0 

        



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 営業収益 ※２  60,900 100.0  43,231 100.0

Ⅱ 売上原価   － －  7,850 18.2 

売上総利益   60,900 100.0  35,381 81.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  172,699 283.6  183,254 423.9

営業損失   111,799 △183.6  147,873 △342.1 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息 ※２ 2,631   3,120   

２．社債発行差金償却  16,694   805   

３．受取出向者収入  ※２ －   1,843   

４．過年度支払手数料値 
  引額  

 －   10,000   

５．その他の営業外収益  89 19,415 31.9 980 16,750 38.7 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息 ※２ 4,621   934   

２．新株発行費  3,814   1,255   

３．社債発行費償却  16,281   21,198   

４．本社移転費用   －   4,449   

５．消費税等免税額   －   3,778   

６．その他の営業費用  － 24,717 40.6 222 31,838 73.6

経常損失   117,102 △192.3  162,960 △377.0 

Ⅵ 特別損失        

１．関係会社株式評価損  229,606   79,999   

２. 貸倒引当金繰入額 ※２ －   56,600   

３. 固定資産除却損 ※３ － 229,606 377.0 714 137,314 317.6

税引前当期純損失   346,709 △569.3  300,275 △694.6 

法人税、住民税及び
事業税 

  △781 1.3  △46,514 107.6 

当期純損失   345,927 △568.0  253,761 △587.0 

前期繰越損失   100,899   446,827  

当期未処理損失   446,827   700,588  

        



③【売上原価明細書】 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 外注費   － －  7,850 100.0

  売上原価   － －  7,850 100.0 

        



④【損失処理計算書】 

  
前事業年度 
株主総会承認日 

（平成17年６月28日） 

当事業年度 
株主総会承認日 

（平成18年６月23日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処理損失   446,827  700,588 

Ⅱ 次期繰越損失 
  446,827  700,588 

     



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 当社グループは、前連結会計年度787,938千円の当期純

損失を計上し、当連結会計年度においても237,598千円の

当期純損失となっております。このため、持株会社であ

る当社においても、継続企業の前提に関する重要な疑義

が存在していますが、財務諸表は継続企業を前提として

作成しており、このような重要な疑義の影響を財務諸表

には反映していません。 

 当該状況に対応し、また子会社並びに新規事業に対す

る投融資や当社グループの財務基盤の強化・改善を図る

ため、当事業年度において、円建転換社債型新株予約権

付社債額面総額700,000千円を発行いたしました。 

 なお、当事業年度末までに本社債660,000千円に係る新

株予約権の権利行使を受け、資本金および資本準備金が

それぞれ330,000千円増加しております。 

 前事業年度より、当社を持株会社として、従来の事業

内容の見直しを行い、組織を再編し、経営の効率化・体

質強化を継続的に図っております。コミュニケーショ

ン・セールス事業を行っております株式会社フェヴリナ

におきましては、ベースメイクの「ACQUA FAIRY」ブラン

ドの投入、基礎化粧品の「NANO ACQUA」シリーズの商品

ラインナップの拡充、更には、株式会社エンポートから

引き継いだ健康食品の事業を「BE ACQUA」シリーズと位

置付け、従来の「ヒアルロン酸」に加え「CoQ10x8」をは

じめ新商品の発売を行っております。また、３ブランド

とも新しいインフォマーシャルを投入するなど販売強化

を図り、登録顧客数および販売は順調に伸びておりま

す。システム事業を行うアーツテクノロジー株式会社

は、事業ドメインにＥＣ分野に特化させ、システム開発

のみならず、ＥＣ分野におけるサービスプロバイダーと

して、ＥＣ事業者向けの各種周辺サービスの事業モデル

を構築しております。 

 以上の通り、当社はコミュニケーション・セールス事

業とシステム事業の強化を図り、当社グループの収益の

拡大を目指しております。 

 当社グループは、前連結会計年度237,598千円の当期純損

失を計上し、当連結会計年度においても90,804 千円の当期

純損失となっております。このため、持株会社であり、子

会社からの収入を主要な財源とする当社においても継続企

業の前提に関する重要な疑義が存在していますが、財務諸

表は継続企業を前提として作成しており、このような重要

な疑義の影響を財務諸表には反映していません。 

 当該状況に対応し、また新規事業及びＭ＆Ａ事業に対す

る投融資や当社グループの財務基盤の強化・改善を図るた

め、前事業年度において、円建転換社債型新株予約権付社

債700,000千円を発行し、当事業年度末までに本社債

700,000千円すべてに係る新株予約権の権利行使を受け、資

本金及び資本準備金がそれぞれ350,000千円増加しておりま

す。 

 また、2006年３月15日に、ユーロ円建無担保転換社債型

新株予約権付社債額面総額2,000,000千円を発行し、2006年

５月末までに本社債450,000千円に係る新株予約権の権利行

使を受け、資本金および資本準備金がそれぞれ225,000千円

増加しております。ただし、本社債総額2,000,000千円のう

ち1,000,000千円は、エスクロー契約に基づくエスクロー代

理人であるHammondsの口座に預託されているものであり、

社債の転換に応じて当社の口座に送金されるものでありま

す。さらに、重要な後発事象に記載のとおり、本社債の未

償還額のうち、550,000千円を2006年６月15日に繰上償還し

ております。 

 事業の状況については、当社を持株会社として、経営の

効率化・体質強化を継続的に図っております。 

 コミュニケーション・セールス事業を行う株式会社フェ

ヴリナにおきましては、商品のラインナップを拡充すると

ともに、ウェブサイトのリニューアル等新規顧客の獲得を

効率的に行うためインターネットを活用したマーケティン

グの強化などにより、登録顧客数および売上は順調に推移

しております。また、データベースマーケティングの強化

により既存顧客を囲い込むためのＤＭのレスポンスが増加

し再販率が向上しました。さらに当連結会計年度における

「オートシップコース」の継続数が向上し、売上の安定に

つながりました。 

 システム事業を行うアーツテクノロジー株式会社では、

事業ドメインをＥＣ分野でのＡＳＰサービス及びパッケー

ジ販売を核としたシステム開発、並びにサイト構築・マー

ケティング活動におけるコンサルテーション及び業務運

用・物流支援・コールセンター窓口・決済等の関連サービ

スを全て提供するサービスプロバイダーとして、ＥＣ事業

者向けの各種サービスの事業モデルを展開してまいりまし

た。また、当連結会計年度にはプライバシーマーク認証の

コンサルテーション及び認証資格取得支援サービスを新規

事業として立ち上げ、事業の拡大に努めてまいりました。 

 スポーツ関連事業を行うユーロスポーツ株式会社は平成

17年11月１日に設立しました。同月25日に営業を開始し、

顧客との販売契約を結び、順調に販売を行なっておりま

す。平成18年３月にはニューモデルラケットを投入し、堅

調な売上を計上しております。 

 以上の通り、当社はコミュニケーション・セールス事

業、システム事業及びスポーツ関連事業の強化を図り、当

社グループの収益の拡大を目指しております。 



重要な会計方針 

会計方針の変更 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

子会社株式 

 移動平均法による原価法 

子会社株式 

 同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1)有形固定資産 

   定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。 

工具器具備品 ４～５年 

(1)有形固定資産 

   定率法を採用しております 

なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。  

工具器具備品 ４～６年 

３．繰延資産の処理方法 新株発行費については支出時に全額費用

処理しております。 

社債発行費については均等償却（3年）を

しております。 

社債発行差金については社債の償還期間

にわたり均等償却をしております。 

新株発行費については支出時に全額費用

処理しております。 

社債発行費については均等償却（3年）を

しております。 

社債発行差金については社債の償還期間

にわたり均等償却をしております。 

４．引当金の計上基準 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

貸倒引当金 

 同左 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・ 

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

 同左 

  

６．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

(1)消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

(2)当事業年度より連結納税制度を適用し

ております。 

(1)消費税等の会計処理 

 同左 

(2)連結納税制度を適用しております。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

───────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

  当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日）及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日））を適用しており

ます。これによる損益に与える影響はありません。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

  

※１ 関係会社項目 

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか次のものがあります。  

※１ 関係会社項目 

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか次のものがあります。  

流動資産     

未収入金 30,100千円 

流動負債     

未払金  2,773千円 

未払費用 1,495千円 

流動資産     

未収入金 85,545千円 

流動負債     

未払金  30,498千円 

  ────── ※２ ユーロ円建無担保転換社債型新株予約権付社債の

発行による、調達額のうち、1,600,000千円について

は、資金使途を新規事業及びＭ＆Ａに対する投融資

に限定しており、使途を変更する場合には社債権者

との協議が必要となります。また、そのうち長期預

け金1,000,000千円についてはエスクロー契約書に基

づくエスクロー代理人であるHammondsの口座に預託

されているものであります。 

※３ 授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数    普通株式 1,200,000株 

発行済株式総数  普通株式 433,444.37株 

※３ 授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数    普通株式 1,200,000株 

発行済株式総数  普通株式 443,974.42株 

※４ 自己株式の保有数 

普通株式 5.22株 

※４ 自己株式の保有数 

普通株式 10.04株 

 ５ 偶発債務 

債務保証  

 次の関係会社について金融機関からの借入に対

し債務保証を行っております。  

保証先 金額（千円） 内容 

サイトデザイン㈱ 129,750 借入債務 

合  計 129,750 ── 

        ────── 

 ６ 資本の欠損の額          446,914千円  ６ 資本の欠損の額          700,781千円 



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は以

下のとおりであります。 

  

 ※２ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。 

役員報酬 36,666千円 

給与手当 30,803千円 

減価償却費 264千円 

支払手数料 35,249千円 

支払報酬 16,987千円 

賃借料 19,480千円 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は以

下のとおりであります。 

※２ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

役員報酬 23,975千円 

給与手当 41,433千円 

減価償却費 358千円 

支払手数料 31,479千円 

支払報酬 33,017千円 

賃借料 13,667千円 

広告宣伝費 15,229千円 

営業収益 60,900千円 

受取利息  2,628千円 

支払利息 3,410千円 

※３ 固定資産除却損は、工具器具備品714千円でありま

す。 

営業収益 29,181千円 

受取利息  3,117千円 

受取出向者収入 1,843千円 

支払利息 121千円 

貸倒引当金繰入額 56,600千円 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前事業年度（平成17年３月31日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 当事業年度（平成18年３月31日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具器具備品 2,796 1,553 1,243 

合計 2,796 1,553 1,243 

 ２．未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

 １年内 326千円 

１年超 1,112千円 

合計 1,439千円 

 ３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

 却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

 支払リース料 408千円 

減価償却費相当額 310千円 

支払利息相当額 101千円 

 ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定

額法によっております。 

 ５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額とし、各期への分配方法については利息法によっ

ております。 

 （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。 



（税効果会計関係） 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産）   

税務上の繰越欠損金 86,597千円 

減価償却超過額 146千円 

未払事業税 746千円 

子会社株式評価損 93,427千円 

繰延税金資産小計 180,916千円 

評価性引当額 △180,916千円 

繰延税金資産合計 －千円 

繰延税金負債合計 －千円 

繰延税金資産の純額 －千円 

   

（繰延税金資産）   

税務上の繰越欠損金 85,706千円 

減価償却超過額 161千円 

未払事業税 1,060千円 

子会社株式評価損 32,552千円 

貸倒引当金繰入超過額 23,030千円 

繰延税金資産小計 142,510千円 

評価性引当額 △142,510千円 

繰延税金資産合計 －千円 

繰延税金負債合計 －千円 

繰延税金資産の純額 －千円 

   

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

税引前当期純損失のため、記載を省略しております。 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

税引前当期純損失のため、記載を省略しております。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,449.13円 １株当たり純資産額 1,217.71円 

１株当たり当期純損失金額 876.42円 １株当たり当期純損失金額 583.55円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの当期純損失を計上し

ているため記載しておりません。  

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの当期純損失を計上し

ているため記載しておりません。  

 
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当期純損失（千円） 345,927 253,761 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純損失（千円） 345,927 253,761 

期中平均株式数（株） 394,706 434,854 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり当期純利益の算定に

含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権７種類（新株予約権の数

8,878個）。なお、新株予約権の概

要は「第４ 提出会社の状況、１ 株

式等の状況、（２）新株予約権等の

状況」に記載のとおりであります。 

新株予約権９種類（新株予約権の数

23,013個）。なお、新株予約権の概

要は「第４ 提出会社の状況、１ 株

式等の状況、（２）新株予約権等の

状況」に記載のとおりであります。 



（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

─────── （2010年満期ユーロ円建無担保転換社債型新株予約権付

社債の一部繰上償還について） 

 平成18年３月15日に発行いたしました2010年満期ユー

ロ円建無担保転換社債型新株予約権付社債に関して、本

社債の発行要項に基づいて、割当先であるAIG-

FP Structured Finance(Cayman) Limitedに対し、以下の

通り、未償還額の一部を繰上償還致しました。 

 

(1)繰上償還した社債の銘柄 

  株式会社ＳＤホールディングス2010年満期ユーロ円 

  建無担保転換社債型新株予約権付社債 

(2)繰上償還日 

  平成18年６月15日 

(3)繰上償還額面金額 

  550,000,000円 

(4)償還価格 

  額面100円につき金100円 

(5)償還のための資金調達の方法 

  今回の繰上償還原資には、余裕資金を充当するため 

 当該繰上償還による業績に与える影響はないと考えて 

 おります。 

  

 本社債の概要（平成18年５月31日現在） 

(1)発効日   2006年３月15日（ロンドン時間） 

(2)発行総額  20億円 

(3)転換総額  450,000,000円 

(4)未償還残高 1,550,000,000円 

(5)償還期限  2010年３月31日（ロンドン時間） 

(6)利率    本社債に利息は付さない 



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

該当事項はありません。 

【有形固定資産等明細表】 

（注）繰延資産の社債発行費が増加した理由は、ユーロ円建無担保転換社債型新株予約権付社債の発行によるものであ

ります。 

【資本金等明細表】 

（注）１．当期末における自己株式は10.04株です。 

２．資本金及び資本準備金の増加は、新株予約権、円建転換社債型新株予約権付社債、及びユーロ円建無担保 

  転換社債型新株予約権付社債の権利行使による増加であります。 

【引当金明細表】 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末 
残高 
（千円） 

有形固定資産        

建物 － 2,210 － 2,210 252 252 1,957 

工具器具備品 914 1,369 921 1,362 558 329 803 

有形固定資産計 914 3,579 921 3,572 810 581 2,761 

無形固定資産 － － － － － － － 

無形固定資産計 － － － － － － － 

長期前払費用 － － － － － － － 

繰延資産        

社債発行費 48,843 14,751 － 63,594 37,479 21,198 26,115 

繰延資産計 48,843 14,751 － 63,594 37,479 21,198 26,115 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（千円） 623,059 83,188 － 706,248 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式（注）１ （株） (433,444.37) (10,530.05) － (443,974.42) 

普通株式（注）２ （千円） 623,059 83,188 － 706,248 

計 （株） (433,444.37) (10,530.05) － (443,974.42) 

計 （千円） 623,059 83,188 － 706,248 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）      

株式払込剰余金

（注）２ 
（千円） 451,966 83,188 － 535,154 

計 （千円） 451,966 83,188 － 535,154 

利益準備金及

び任意積立金 
計 （千円） － － － － 

区 分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 － 56,600 － － 56,600 

合計 － 56,600 － － 56,600 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

 イ．現金及び預金 

 ロ．売掛金 

 （注）当期発生高には消費税等が含まれております。 

 ハ． 関係会社短期貸付金 

② 固定資産 

 イ．関係会社株式 

区分 金額（千円） 

現金 419 

預金の種類  

普通預金 758,143 

合計 758,562 

 相手先別内訳  

相手先 金額（千円） 

株式会社アヴァンギャルドコンプレックス 262 

合計 262 

 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況  

前期繰越高 
 （千円） 
（Ａ）  

当期発生高  
 （千円） 
（Ｂ）  

当期回収高  
 （千円） 
（Ｃ）  

次期繰越高  
 （千円） 
（Ｄ）  

回収率（％）  
  （Ｃ） 
 ──────×100
（Ａ）＋（Ｂ） 

滞留期間（日） 
（Ａ）+（Ｄ） 
────── 

２ 
────── 
（Ｂ） 

────── 
３６５ 

－ 5,276 5,013 262 95.0 9 

相手先 金額（千円） 

ユーロスポーツ株式会社 364,672 

合計 364,672 

会社名 金額（千円） 

サイトデザイン株式会社 0 

アーツテクノロジー株式会社 0 

株式会社フェヴリナ 100,000 

ユーロスポーツ株式会社 40,000 

合計 140,000 



 ロ．関係会社長期貸付金 

 ハ．長期預け金 

③ 固定負債 

 イ．社債 

   内訳は１．連結財務諸表等 （1）連結財務諸表 ⑤連結附属明細表 社債明細表に記載しております。 

相手先 金額（千円） 

アーツテクノロジー株式会社 43,000 

サイトデザイン株式会社 80,500 

合計 123,500 

相手先 金額（千円） 

Hammonds 1,000,000 

合計 1,000,000 



(3）【その他】 

① 決算日後の状況 

特記事項はありません。 

② 訴訟 

特記事項はありません。 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

  

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 

1株券 

10株券 

100株券 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 ─── 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 

住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号 

住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

端株の買取り  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 

住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号 

住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

電子公告の方法により行なう。ただし、やむを得ない事由により電子公告

をすることができない場合は、日本経済新聞に記載して行なう。 

公告掲載URL 

http://www.sdholdings.co.jp/ir/  

株主に対する特典 

〔対象株主〕 

毎年３月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された30株

以上保有の株主 

〔優待内容〕 

当社の子会社である株式会社フェヴリナが販売する基礎化粧品 

商品名 ：NANO ACQUAナチュラルソープセット（通常販売価格：7,980円） 

セット内容 ：ナチュラルソープ ウェイクアップ（朝用） 

       ナチュラルソープ デイフィニッシュ（夜用） 

       泡立てネット（吸盤付き） 

〔贈呈時期〕 

毎年６月下旬に開催の当社定時総会終了後に発送 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

(1）当社は親会社はありません。 

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

平成17年６月28日関東財務局長に提出。  

事業年度（第２期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

(2）有価証券届出書及びその添付書類 

平成17年７月25日関東財務局長に提出。  

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２（新株予約権の

発行） 

(3）臨時報告書 

平成18年１月26日関東財務局長に提出 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異

動）に基づく臨時報告書であります。 

  

平成18年２月27日関東財務局長に提出 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第１項及び同条第２項第２号

（2010年満期ユーロ円建無担保転換社債型新株予約権付社債の発行）に基づく臨時報告書であります。 

(4）半期報告書 

平成17年12月22日関東財務局長に提出。  

（第３期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

(5）訂正報告書 

平成17年７月15日関東財務局長に提出 

平成17年６月28日提出の第２期（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）有価証券報告書に係る訂正

報告書であります。 

  

平成17年８月２日関東財務局長に提出 

平成17年７月25日提出の有価証券届出書に係る訂正報告書であります。 

  

平成18年３月15日関東財務局長に提出 

平成18年２月27日提出の臨時報告書に係る訂正報告書であります。 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２８日

株 式 会 社 Ｓ Ｄ ホ ー ル デ ィ ン グ ス 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＳＤホール

ディングスの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結

損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ＳＤホ

ールディングス及び連結子会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキ

ャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は前連結会計年度787,938千円の当期純損失を計上し、当連結会計年度において

も237,598千円の当期純損失を計上しており、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況を解消すべく実施した資

金調達及び今後の経営計画の状況は当該注記に記載されている。会社の作成した連結財務諸表は継続企業を前提として作成されてお

り、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映していない。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 川 田 増 三 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 坂 本 裕 子 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２３日

株 式 会 社 Ｓ Ｄ ホ ー ル デ ィ ン グ ス 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＳＤホール

ディングスの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結

損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ＳＤホ

ールディングス及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキ

ャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
  
追記情報 

(1) 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は前連結会計年度で237,598千円の当期純損失を計上し、当連結会計年度に

おいても90,804千円の当期純損失を計上しており、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況を解消すべく実

施した資金調達及び今後の経営計画の状況は当該注記に記載されている。会社の作成した連結財務諸表は継続企業を前提として作

成されており、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映していない。 

(2) 重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成18年6月15日に2010年満期ユーロ円建無担保転換社債型新株予約権付社債未償還額

のうち550,000千円を繰上償還している。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 川 田 増 三 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 坂 本 裕 子 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２８日

株 式 会 社 Ｓ Ｄ ホ ー ル デ ィ ン グ ス 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＳＤホール

ディングスの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第２期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ＳＤホール

ディングスの平成１７年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は前連結会計年度787,938千円の当期純損失を計上し、当連結会計年度において

も237,598千円の当期純損失を計上している。このため、持株会社である会社においても、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在

している。当該状況を解消すべく実施した資金調達及び今後の経営計画の状況は当該注記に記載されている。会社の作成した財務諸

表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 川 田 増 三 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 坂 本 裕 子 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２３日

株 式 会 社 Ｓ Ｄ ホ ー ル デ ィ ン グ ス 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＳＤホール

ディングスの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第３期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ＳＤホール

ディングスの平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

(1) 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は前連結会計年度で237,598千円の当期純損失を計上し、当連結会計年度に

おいても90,804千円の当期純損失を計上している。このため、子会社からの収入が主要な財源である持株会社においても継続企業

の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況を解消すべく実施した資金調達及び今後の経営計画の状況は当該注記に記載

されている。会社の作成した財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映

していない。 

(2) 重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成18年6月15日に2010年満期ユーロ円建無担保転換社債型新株予約権付社債未償還額

のうち550,000千円を繰上償還している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 川 田 増 三 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 坂 本 裕 子 
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